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第１章 これまでの経緯 

 

地球温暖化問題は，将来の人類の生存基盤を揺るがす深刻な問題であり，今日では，

最大の課題の一つです。この問題は，現在の私たち一人一人の生活や事業活動における

大量生産，大量消費，大量廃棄という社会経済システムに起因するものであり，問題解

決に向けては，市民，事業者，行政が協働して，取組を進めていく必要があります。 
１９９７（平成９）年１２月，ここ京都で開催された気候変動枠組条約第３回締約国

会議（ＣＯＰ３）で採択された京都議定書が，２００５（平成１７）年２月に発効しま

した。国においては，同年４月に「京都議定書目標達成計画」を策定し，京都議定書に

定められた目標達成に向けた取組が本格的に始まったところです。 
本市においては，ＣＯＰ３開催を控えた１９９７（平成９）年７月，「京都市地球温暖

化対策地域推進計画」を策定し，２０１０（平成２２）年までに二酸化炭素排出量を  

１０％削減するという目標を掲げ，いち早く温室効果ガス排出量の削減に向けた取組を

開始しました。計画の推進にあたっては，市民，事業者，行政のパートナーシップが不

可欠であることから，「京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム」を設立し，「ＫＥＳ・環境マネ

ジメントシステム・スタンダード」（以下「ＫＥＳ」という。）を創設するとともに，バ

イオディーゼル燃料化事業を推進するなど，多彩な取組を進めています。 

また，２００３（平成１５）年６月には「京都市地球温暖化対策地域推進計画（改定

版）」（以下「旧計画」という。）を策定し，２５項目の重点施策を定める等具体的施策

の強化・充実を図りました。 

その後，更なる取組を進めるため，地球温暖化対策に特化した全国初の「京都市地球

温暖化対策条例（以下「市条例」という。）」を２００４（平成１６）年１２月に制定し，

翌２００５（平成１７）年４月 1 日から施行しました。 
同条例施行と同時に，本市では，全庁横断的な推進組織として，京都市長を本部長と

する「京都市地球温暖化対策推進本部」を設置するとともに，市政全般にわたる地球温

暖化防止の観点を高めるため，環境政策顧問を配置し，全庁をあげて地球温暖化対策の

一層の推進を図ってきました。 
２００５（平成１７）年１０月からは，同条例に定めた特定事業者による削減計画書

の作成・提出・報告，特定建築物の建築主による削減計画書の作成・提出，特定排出機

器（エアコン）の販売店によるエネルギー消費効率等の表示・説明等の事業者の取組が

始まったところです。 
旧計画は，内容的には地球温暖化対策に係る各分野についての取組をほぼ網羅したも

のになっていることから，同条例の施行に伴い，旧計画を条例に定める地球温暖化対策

計画と位置づけて，これまでの取組を引き続き進めてきましたが，同条例施行後，同条

例に掲げた目標達成に向けて，市民，事業者，本市の取組や施策等を更に充実強化する

ため，旧計画を見直し，これからの行動計画となる「京都市地球温暖化対策計画」（以

下「新計画」という。）を策定する必要性がでてきました。 
そこで，本市では，２００５（平成１７）年８月，京都市環境審議会に対して，「京都

市地球温暖化対策計画の策定及び施策の評価，見直しのための体制について」について

諮問し，その答申を２００６（平成１８）年７月に受け，この度，答申内容を最大限尊

重し，新計画を策定致しました。 



 

2 

第２章 旧計画の進捗状況と課題 
 

１ 旧計画の進捗状況 

   旧計画では，本市の施策・取組を明確にし，１０％削減目標の達成を目指して，

バイオマスエネルギーの活用促進，環境に配慮した事業活動の推進，市民活動等の

促進支援等２５項目の施策に特に重点的に取り組むこととしており，現在各施策の

展開を図っています。 

これら本市の取組の進捗状況については，別添資料１に示すように大部分が継続

中ですが，産業部門対策における中小企業の取組の支援や工場・事業場でのエネル

ギー使用合理化の徹底などについては着手前の状況です。 

 

 ２ 旧計画の課題 

本市では，旧計画に基づく様々な地球温暖化対策に取り組んできましたが，旧計

画には次のような課題があります。 
 

①市内の温室効果ガス排出量について，２０１０（平成２２）年までに１９９０（平

成２）年の９０％に抑制するという削減目標は定めているが，産業部門，運輸部

門等分野ごとの削減目標は具体的に設定していないこと。 

②旧計画に定めた取組の削減効果の定量的な評価が不十分であること。 

③旧計画に定めた取組の点検，評価，見直しといった進捗管理の方法とそれを実施

していく体制が十分に整っていないこと。 

 
したがって，新計画においては，上記の課題を解決したものにすることが必要です。 
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第３章 温室効果ガスの排出状況 

 

１ 排出量の求め方 

温室効果ガスのうち，二酸化炭素（ＣＯ2）の排出量は，各種の統計データを活用

し，市内でのエネルギー消費量等（電気，ガス，ガソリン等の消費量等）を調べ，

それにエネルギー種別の二酸化炭素排出係数（そのエネルギーを消費したときにど

れだけ二酸化炭素が排出されるかを表す係数）を掛けあわせて求めます。 

そして，製造業などの産業部門，自動車や鉄道などの運輸部門，市民の日常生活

である民生・家庭部門，事務所，商業施設，教育施設等の民生・業務部門，電気・

ガス供給業のエネルギー転換部門，廃棄物焼却の廃棄物部門に分けて，二酸化炭素

の排出状況をまとめています。 

 
表１ 二酸化炭素排出量の算定方法の概要 

部門 算定方法の概要 
産業部門 ・電気，都市ガス等のエネルギーの消費量をもとに算定する。 

・大規模工場（エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エ
ネ法」という。）に基づくエネルギー管理指定工場）はアンケートに
より，直接把握する。 

・中小の製造業分は，過去の業種別製造品出荷額当たりの排出量と統
計データ（業種別製造品出荷額）をもとに算定する。 

運輸部門 ・自動車：国土交通省が発表している近畿運輸局管内の車種別・燃料
別の燃料消費量をもとに，市内の保有台数で案分して算定する。 

・鉄道：鉄道に係る電気，燃料等のエネルギー消費量をもとに算定す
る。 

民生・家庭部門 ・電気，都市ガス：京都市統計書に記載された各々の消費量をもとに
算定する。 

・ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ，灯油：家計調査年報（総務省）による 1 世帯当たりの消
費量に市内の総世帯数を掛けて求めた総消費量をもとに算定する。 

民生・業務部門 ・電気，都市ガス：京都市統計書に記載された各々の消費量をもとに
算定する。 

・ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞｽ：ＬＰガス資料年報（石油化学新聞社）による京都府内の
全消費量を，販売額により市内と府下の消費量に案分する。市内の
全消費量から家庭部門の消費量を差し引いたものを業務部門の消費
量とみなし，これをもとに算定する。 

・石油類：総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）等による全国の
燃料消費量を第３次産業の市内総生産額で案分して，算定する。 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 電気事業者，ガス事業者のエネルギー消費量をもとに算定する。 
廃棄物部門 廃棄物中のプラスチック等の焼却処理量をもとに算定する。 

 

   また，その他の温室効果ガスであるメタン（ＣＨ４），一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ），ハ

イドロフルオロカーボン（ＨＦＣ），パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）及び六ふっ化

硫黄（ＳＦ６）の排出量については，地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「地

球温暖化対策推進法」という。）に準じて，各種の統計データや全国の排出量に関連

統計データを用いて案分するなどして算定しています。 
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２ 京都市における温室効果ガスの排出量 

 

  

２００２（平成１４）年の京都市における温室効果ガス排出量は， 

８２２万トンであり，基準年（１９９０年）から１７万トン（２．１％）増加 

このうち，市内から排出される温室効果ガスの９４．９％を占める二酸化炭素の

排出量については，２００２（平成１４）年は７８０万トンであり，基準年の    

７６９万トンと比較すると１１万トン増加しています（１．４％増）。 
 

表２ 温室効果ガス排出量の推移 
単位：万ﾄﾝ-CO2 
増減  

基準年 2001 年 2002 年 
対前年 対基準年 

産業部門 ２０３ １３３ １５１ ＋１８ △５２ 
運輸部門 １６９ １９９ １９１ △ ８ ＋２２ 
民生・家庭部門 １７４ １８６ ２０４ ＋１８ ＋３０ 
民生・業務部門 １８８ １９３ １９６ ＋ ３ ＋ ８ 
エネルギー転換部門 １０ ７ ７ ０ △ ３ 
廃棄物部門 ２５ ３５ ３１ △ ４ ＋ ６ 

二酸化炭素 小計 ７６９ ７５３ ７８０
＋２７ 

(3.6％増) 
＋１１ 

(1.4％増) 
その他の温室効果ガス ３６ ４５ ４２ △ ３ ＋ ６ 

温室効果ガス 総計 ８０５ ７９８ ８２２
＋２４ 

(3.0％増) 
＋１７ 

(2.1％増) 
注１：その他の温室効果ガスは，メタン，一酸化二窒素，代替フロン等（ハイドロフルオロカーボ

ン，パーフルオロカーボン及び六ふっ化硫黄）である。 
注２：基準年は 1990 年とし，代替フロン等については，京都議定書に準じて 1995 年である。 
注３：電気の使用に伴う二酸化炭素の排出係数は全国係数を使用している。 

 
図１ ＣＯ2排出量の推移 
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２０１０（平成２２）年において温室効果ガスの排出量を１９９０（平成２）年

から１０％削減する目標（総排出量７２５万トン／年）を達成するためには，   

２００２（平成１４）年の排出量から９７万トン削減することが必要であり，とり

わけ排出量が増加している運輸部門，民生部門における削減対策が急務です。 

 

 

(CO2 
1.4％増) 

2.1%増 

(CO2 11%削減 
が必要) 

97 万トン 
削減が必要  

２００２(平成１４) 年

８２２万トン 
(CO2 ７８０万トン) 

目 標（１０％削減）

２０１０（平成２２）年

７２５万トン 

(CO2 ６９２万トン) 

 

基準年（１９９０年）

８０５万トン 

(CO2 ７６９万トン) 

なお，２００１（平成１３）年から２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量

の増加要因は，表３に示すように，電気消費量は，ほぼ横ばいであるにもかかわら

ず，電気の排出係数が７．１％増加（０．３７８ｋｇ－ＣＯ2／ｋＷｈ→０．４０５

ｋｇ－ＣＯ2／ｋＷｈ）したためと考えられます（別添資料２参照）。 
また，電気の使用に伴う二酸化炭素の排出係数は，電力供給会社の発電用の燃料

の使用量により，大きく左右されることにも留意しておく必要があります。 

 
 表３ 電気消費量と二酸化炭素排出量の推移 

増減  
基準年 2001 年 2002 年 

対前年 対基準年 

電気消費量(億 kWh) 
７２．０

(100) 

８６．１

(120) 

８７．３

(121) 

＋１．２ 

（1.4％増） 

＋15.3 
(21.3％増)

排出係数(kg-CO2/kWh) 0.424 0.378 0.405 
+0.027 

(7.1％増) 

△0.019 

(4.5％減)

二酸化炭素排出量(万 t) 
３０５ 

(100) 

３２５ 

(107) 

３５３ 

(116) 

＋２８ 

(8.6％増) 

＋４８ 
(15.7％増)

 

３ 部門別排出量増減の要因 

 

⑴ 産業部門 

産業部門における２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量は１５１万トン

であり，全体の１９．４％を占めています。１９９０（平成２）年以降，概ね減

少傾向にあり，１９９０（平成２）年比で５２万トン（２５．６％）減少してい

ます。 

この間，企業において経営の効率化が進められていることや環境問題に対する

意識の高まりによる積極的な環境対策への取組に加えて，１９９０（平成２）年

以降の景気の動向等を反映した事業所数の減少が排出量減少の大きな要因と考え

られます。 

なお，産業部門の排出量の９２．１％を占める製造業の動向を見ると，全事業

所数は，１９９１（平成３）年から２００１（平成１３）年で３０．６％減少   

（１６，６８１事業所→１１，５８０事業所，「事業所・企業統計調査」（総務省）），



 

6 

また，製造品出荷額等も，２００２（平成１４）年では１９９０（平成２）年比

で３１．３％減少（３．２兆円→２．２兆円，「工業統計表」（経済産業省））して

います。 
 

図２－１ 事業所数と製造品出荷額の推移     図２－２ ＣＯ2排出量と製造品出荷額の推移 
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⑵ 運輸部門 

運輸部門における２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量は１９１万トン

であり，全体の２４．５％を占めています。１９９０（平成２）年比では２２万

トン（１３．０％）増加しています。自動車からの排出量は１８０万トンであり，

運輸部門の９４．２％を占めています。 

１９９０（平成２）年以降２００２（平成１４）年までの自動車保有台数の推

移をみると，軽自動車と乗用車の台数の増加（軽自動車：２４％増，乗用車：

１３％増）及び小型乗用車から普通乗用車への移行（小型車と普通車の比率 ９：

１（１９９０年）→６：４（２００２年））等車両の大型化がみられ，これが運輸

部門の排出量増加の大きな要因であると考えられます。 

しかし，１９９８（平成１０）年以降については，二酸化炭素排出量は横ばい

ないし若干減少傾向にあります。これは，軽自動車，乗用車ともに保有台数がほ

ぼ横ばいとなっていること，省エネ法に基づく自動車の技術開発による低燃費化

やクリーンエネルギー自動車（天然ガス自動車，ハイブリッド自動車，電気自動

車）等の普及の効果が現れ始めたものと考えられます。 
 
図３－１ 自動車保有台数の推移       図３－２ ＣＯ2排出量と乗用車台数の推移 
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⑶ 民生・家庭部門 

民生・家庭部門における２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量は２０４

万トンであり，全体の２６．２％を占めています。１９９０（平成２）年比では

３０万トン（１７．２％）の増加であり，１９９０（平成２）年以降２００２（平

成１４）年まで増加し続けています。 

この間の本市の人口は微増（２００２年：１９９０年比０．４％増加）ですが，

世帯数が継続して増加しており（２００２年：１９９０年比１４．６％増加），世

帯数の増加とともに，家電製品等の台数が増加し，電力や都市ガスの消費量が増

加しています。 

民生・家庭部門の二酸化炭素排出量のうち，７割近くが電気の使用に伴うもの

であり，２００２（平成１４）年の電気消費量が，１９９０（平成２）年から  

２１％も増加していることが，排出量増加の大きな要因と考えられます。省エネ

型製品の導入によるエネルギー消費の削減効果は，電気消費量の増加の割合を下

回るため，いまだ現れていないと考えられます。 

 
図４－１ 人口と世帯数の推移        図４－２ ＣＯ2排出量と世帯数の推移 
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⑷ 民生・業務部門 

民生・業務部門における２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量は１９６

万トンであり，全体の２５．１％を占めています。１９９０（平成２）年比では

８万トン（４．３％）の増加です。家庭部門の二酸化炭素排出量と比べると伸び

は小さく，２０００（平成１２）年以降の排出量は，１９９０（平成２）年と比

較してほぼ横ばいないし微増しています。 

なお，市内の業務部門の大部分を占める卸売・小売業，飲食店とサービス業の

事業所数の合計は，１９９１（平成３）年から２００１（平成１３）年で     

１１．８％減少（６９，９５８事業所→６１，７３２事業所）していますが，卸

売・小売業とサービス業の市内総生産額は４．５％増加（２．２兆円→２．３兆

円）している状況にあります。 

 

 

 

 

 



 
図５－１ 事業所数と市内総生産の推移      図５－２ ＣＯ2排出量と市内総生産の推移 
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⑸ エネルギー転換部門 

エネルギー転換部門の二酸化炭素排出量とは，電気・ガス事業者における自家

消費分の電力及び燃料の使用によるものです。２００２（平成１４）年は，７万

トン，全体の０．９％と非常に小さく，１９９０（平成２）年比では，３万トン

（３０．０％）減少しています。 

 

⑹ 廃棄物部門 

廃棄物部門の二酸化炭素とは，廃棄物中のプラスチック類と廃油の焼却による

ものです。 

廃棄物部門における２００２（平成１４）年の二酸化炭素排出量は，３１万ト

ンであり，全体の４．０％を占めています。 

１９９０（平成２）年比では，６

万トン（２４．０％）増加していま

すが，２０００（平成１２）年以降

は減少傾向にあります。 

本市における一般廃棄物の焼却

処理量は，１９９０（平成２）年以

降２０００（平成１２）年までは増

加傾向にありましたが，各種リサイ

クル法の施行等により，２０００

（平成１２）年以降，焼却処理量は

減少傾向に転じていることが，近年

の二酸化炭素排出量の減少の要因

と考えられます。 

 

図６ ＣＯ2排出量と一般廃棄物焼却量の推移 
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第４章 基本方針 

 

 本市環境行政のマスタープランとして位置付けられる「京
み や こ

の環境共生推進計画」（平成

１８年８月策定）においては，将来の目指すべき環境像である「環境への負荷の少ない

持続可能なまち『環境共生型都市・京都』」の実現に向けた具体的な方向性を示すものの

一つに，長期的目標として，「国際的連携と地域的取組により脱温暖化社会を目指すま

ち・京都」を掲げ，京都議定書の目標年以降を見据えた脱温暖化型の地域社会の形成を

目指すこととしています。これを踏まえ，当面の目標として，市条例においては，    

２０１０（平成２２）年までに温室効果ガスの排出量を１９９０（平成２）年の９０％

に削減することとしています。 

 

 １ 計画の位置づけ 

    市条例第９条に定める「地球温暖化対策計画」として策定するものであり，具体

的な行動計画とします。 

 

２ 計画期間 

２００６（平成１８）年から２０１０（平成２２）年までの５年間とし，その中

間となる３年程度経過した時点で一度見直しを行います。 

 

３ 対象とする温室効果ガスの種類 

  この計画で対象とする温室効果ガスは，京都議定書，地球温暖化対策推進法及び

市条例に定める，二酸化炭素（ＣＯ２），メタン（ＣＨ４），一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ），

ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ），パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）及び六ふっ

化硫黄（ＳＦ６）の６種類の物質とします。 

 

 ４ 削減目標 

   温室効果ガスの排出量を２０１０（平成２２）年までに１９９０（平成２）年の  

９０％に削減することを目指します。 

２００２（平成１４）年の排出量は８２２万トンであることから，２００２（平

成１４）年から２０１０（平成２２）年までには９７万トンの削減が必要です。 
なお，ハイドロフルオロカーボン，パーフルオロカーボン及び六ふっ化硫黄（以

下「代替フロン等」という。）については，京都議定書に準じて，１９９５（平成７）

年比とします。 
 

５ 森林吸収源と京都メカニズムの取扱い 

気候変動枠組条約第１１回締約国会議（ＣＯＰ１１）及び京都議定書第１回締約

国会合（ＣＯＰ／ＭＯＰ１）が終わり，京都議定書による京都メカニズム（排出量

取引，共同実施，クリーン開発メカニズム）の運用，森林による吸収等を排出量に

算定するルールが正式にスタートしたことから，これらの活用方法についても以下

のとおり取り扱います。 

 

⑴ 森林吸収源 

京都議定書では，１９９０（平成２）年以降適切な森林施業（植栽，下刈，間

伐等）が行われており，法令等に基づき，伐採・転用規制等の保護・保全措置が

9 



 
とられている森林については，各国の温室効果ガス排出削減目標値の中に，二酸

化炭素の吸収量を算入することが認められています。 

本市の森林面積は，６．１万ヘクタール（旧京北町分を含む。）ですが，現在の

森林整備事業の実績をもとに試算すると，２０１０（平成２２）年時点では，１．

９万ヘクタールの育成林（人が手を加えて育てている森林）が吸収源の対象とな

ります。 

国では，育成林による吸収量は，１．７７トン－Ｃ／ｈａ（６．５０トン－   

ＣＯ２／ｈａ）と設定していることから，本市の育成林による二酸化炭素の吸収量

は，１２万トン見込むことができます。 

 

⑵ 京都メカニズム 

京都議定書の発効に伴い，京都メカニズムの運用も排出量に算入できるルール

が正式にスタートしましたが，運用上の具体的かつ詳細な内容が不確定であるこ

とから，国等の動向をみながら，自治体としての活用方法について，今後研究を

行います。 
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第５章 部門別削減目標の設定 

新計画に基づき，取組を進めていくに当たっては，それぞれの部門において，どれ

だけ，温室効果ガスを削減する必要があるのかを分かりやすく説明する必要がありま

す。 

そのためには，目標年次である２０１０（平成２２）年に向けて，各部門において，

これから何ができるか，何を進めていくべきかを具体的に示すことが重要であること

から，排出量が判明している直近の年である２００２（平成１４）年を出発点として，

２０１０（平成２２）年までの削減目標を定めます。 

また，実効ある取組により，温室効果ガスの削減を確実なものとするために，産業

部門，運輸部門等の部門別に排出動向や将来見通しを勘案し，部門別の削減目標を定

めます。 

 

１ 二酸化炭素排出量の部門別将来見通し 

⑴ 産業部門 

  産業部門については，一般的に，経済情勢によってエネルギーの消費量が推移

し，その結果，二酸化炭素の排出量も増減します。今後，景気の回復が進めば，

これに伴って二酸化炭素排出量が増加する可能性があります。 

したがって，産業部門における二酸化炭素排出量の削減のため，今後，市条例

に定めた環境マネジメントシステムの導入（ＩＳＯ１４００１，ＫＥＳ等），特定

事業者排出量削減計画書の作成など様々な環境対策について，更に多くの企業に

おいて，積極的に実施することにより，環境保全と京都経済の発展の両立に向け

た取組をより一層推進していく必要があります。 

 

⑵ 運輸部門 

  運輸部門における排出量は，１９９８（平成１０）年以降，横ばいないし若干

減少傾向に転換しています。２００２（平成１４）年時点では，自動車保有台数

（軽自動車＋乗用車）はほぼ頭打ちの状態（２００２年：軽自動車１１８，４６

２台，乗用車３７８，７３１台）になっており，乗用車の車両の大型化もほぼお

さまりつつある状況にあると考えられます。 

自動車の保有台数が頭打ちであり，今後，交通需要管理施策（ＴＤＭ）等の推

進による自家用車から公共交通機関への転換の促進や，アイドリング・ストップ

をはじめとするエコドライブの推進，自動車の更なる技術開発とクリーンエネル

ギー自動車等の普及などにより，運輸部門の排出量を削減していく必要がありま

す。 

 

⑶ 民生・家庭部門 

  １９９０（平成２）年以降の世帯数の増加とともに，民生・家庭部門の排出量

は増加を続けていますが，この傾向は今後も続くと予想され，現状のままでは排

出量も増加する一方です。 

今後，日常生活における省エネルギー効果等についての情報を提供するととも

に，省エネ型機器の普及促進，住宅の省エネ性能の向上，環境家計簿等の取組を

はじめとした市民への普及啓発を図ることによって，日常生活におけるエネルギ

ー消費の抑制を図り，二酸化炭素排出量を削減していく必要があります。 
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⑷ 民生・業務部門 

  民生・業務部門は，家庭部門に比べ，排出量の増加は小さいですが，現状のま

までは排出量の減少は見込めない状況にあります。 

今後，市条例に定めた環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１，ＫＥＳ

等）の導入促進，事業者によるエネルギー管理の徹底，エネルギーに関するサー

ビスを提供する｢ＥＳＣＯ事業 (Energy Service COmpany ) ｣の推進，建築物の

断熱構造化の促進等によりエネルギーの効率的な利用を進め，排出量を削減して

いく必要があります。 

 

⑸ 廃棄物部門 

  廃棄物部門については，「京都市循環型社会推進基本計画（京
み や こ

のごみ戦略２１）」

（２００３年１２月策定）において，一般廃棄物の処理に伴って排出される温室

効果ガスの量を２００１（平成１３）年度から２０１５（平成２７）年度には   

２２％削減することとしています。 

さらに，２００６（平成１８）年１０月から導入する家庭ごみの有料指定袋制

及び２００７（平成１９）年１０月から予定しているプラスチック製容器包装の

分別収集の全市拡大により，温室効果ガスの削減効果が見込まれます。 

また，「新京都市産業廃棄物処理指導計画（京
み や こ

のさんぱい戦略２１）」（２００３

年５月策定）においては，産業廃棄物の発生抑制等の目標を掲げており，同計画

での目標を達成すれば，２０１０（平成２２）年度には産業廃棄物の焼却による

温室効果ガスの量を２００１（平成１３）年度から７％削減することができます。 

これらの計画に基づく取組を進めることで，廃棄物の焼却処理に伴う二酸化炭

素排出量を削減していく必要があります。 
 
２ その他の温室効果ガス 

メタン，一酸化二窒素及び代替フロン等については，現状の取組（廃棄物の減量

に伴うメタン及び一酸化二窒素の発生量の削減，代替フロン等を使用した製品の不

使用，回収の徹底）を継続していくこととし，国が定めた京都議定書目標達成計画

における目標値と同様とします（メタン：基準年から０．４％減，一酸化二窒素：

基準年から０．５％減，代替フロン等：基準年から０．１％増）。 

その結果，２０１０（平成２２）年のその他の温室効果ガスの目標量は３６万ト

ンであり，２００２（平成１４）年からの削減必要量は６万トンになります。 

 

３ 部門別削減目標 

産業，運輸，民生・家庭等の部門別削減目標を設定するに当たり，これまで述べ

てきた各部門の排出量の増減要因や将来見通し等を要約すると下記のとおりです。 

・森林吸収については，適切な森林対策により，二酸化炭素の吸収量を１２万ト

ン見込むことができます。 

・その他の温室効果ガスについては，現状の取組を継続していくこととします。 

・産業部門については，景気の回復が進めば，これに伴って二酸化炭素排出量が

増加する可能性がありますが，今後，環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４

００１，ＫＥＳ等），特定事業者排出量削減計画書の作成などを活用して更なる

エネルギーの効率的な利用等を進めることにより，京都経済の活性化を図りな

がら，排出量を削減することが可能であると考えられます。 
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・運輸部門は，自動車の保有台数が頭打ちであり，乗用車の車両の大型化もほぼ

おさまりつつあることから，交通需要管理施策（ＴＤＭ）の推進，自動車の更

なる技術開発とクリーンエネルギー自動車等の普及，エコドライブの実践等に

より，運輸部門の排出量を削減することが可能であると考えられます。 

・民生・家庭部門は，世帯数が増加し続ける中，市民の環境に対する意識を高め

ることと省エネ型機器の技術開発及び普及が進むことにより，排出量を削減す

ることが可能であると考えられます。 

・民生・業務部門は，事業者の環境に対する意識をより一層高め，環境マネジメ

ントシステムの導入（ＩＳＯ１４００１，ＫＥＳ等），建築物の省エネ性能の向

上やＥＳＣＯ等の導入によるエネルギーの効率的な利用を図ることで，排出量

を削減することが可能であると考えられます。 

・廃棄物部門については，各種計画により，焼却処理量の削減が図られ，それに

伴い，二酸化炭素排出量の削減が可能であると考えられます。 

 

各部門において，それぞれ社会状況の推移と削減取組の進捗について，課題と展

望を異にするものの，各部門を取り巻くこの間の動向から，各部門ともに排出量を

削減できる可能性があり，それぞれの排出量の推移からみても，現時点から各部門

が等しく削減に取り組むことが，分かりやすく，かつ，妥当であると考えられます。 

したがって，二酸化炭素の部門別削減目標は，２００２年レベルから各々１０％

削減を目指し，合計７９万トン削減することとします。 

 
表４ 温室効果ガスの排出量及び排出目標量等     

単位：万ﾄﾝ-CO2 
基準年 2002 年 2010 年  
排出量 排出量 2002 年比 削減量 排出目標量 基準年比 

産業部門 203 
(100) 

151 
(74) －10% 15 136 －33.0％ 

運輸部門 169 
(100) 

191 
(113) －10% 20 171 ＋ 1.2％ 

民生・家庭部門 174 
(100) 

204 
(117) －10% 21 183 ＋ 5.2％ 

民生・業務部門 188 
(100) 

196 
(104) －10% 19 177 － 5.9％ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 10 
(100) 

7 
(66) －10% 1 6 －40.0％ 

廃棄物部門 25 
(100) 

31 
(127) －10% 3 28 ＋12.0％ 

二
酸
化
炭
素 

森林吸収 － － －  12 -12 －

その他の温室効果ガス 
36

(100)
42

－14% 6 36 ±  0 ％ 

合  計 
805

(100)
822

(102)
－12% 97 725 －10.0％ 

注１ その他の温室効果ガスとは，メタン，一酸化二窒素及び代替フロン等である。 
注２ 括弧内は基準年を 100 とした場合の指数である。 

  注３ 基準年は 1990 年とし，代替フロン等については 1995 年である。 
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第６章 地球温暖化対策の施策 

 
１ 各主体の役割 

温室効果ガス削減目標の達成に向けて，本市，事業者，市民及び観光旅行者その

他の滞在者は，各々の役割を担うとともに協働して，具体的な取組を進めます。 
 

⑴ 京都市 

事業者，市民の取組を進めるために地球温暖化防止活動への支援を行うととも

に，規制やインセンティブを付与する制度などの必要な措置を講じます。また，

京都市役所は，市内有数の大事業所であることから，一事業者・一消費者として，

省資源・省エネルギー型製品の優先購入，省資源・省エネルギー型サービスの率

先利用，省エネルギー・省資源活動などの率先実行にも取り組みます。 
また，公共事業等の事務事業においても温室効果ガス排出削減に向けた取組を

進めます。さらに，温暖化対策を推進するため，全庁的な推進体制を充実します。 
なお，これらの取組を効果的に進めるために，国，近隣府県市町村との連携や

事業者・市民などとのパートナーシップによる取組を行うとともに，計画の進捗

状況を点検・評価することとし，その結果を公表します。 
 

⑵ 事業者 

製造，流通，使用・消費，リサイクル，廃棄等の事業活動が関わる全ての過程

を通じて，温室効果ガス排出の削減を図ります。 
また，事業活動における省資源・省エネルギーの実践と従業員の環境教育を行

います。 
さらに，地球温暖化防止のため計画的・継続的な取組とあわせて計画の策定と

計画及び実施状況の報告を行うとともに，市民や行政の実施する地球温暖化対策

との協働，連携を図ります。 
 

⑶ 市民 

地球温暖化問題についての理解を深めるとともに関心を高め，日常生活におけ

る省資源・省エネルギー行動の実践や省資源・省エネルギー製品やサービスの購

入・利用に取り組みます。また，地域社会や環境保全活動団体等の温暖化防止活

動へ積極的に参加するとともに，事業者や行政の実施する地球温暖化対策との協

働，連携を図ります。 
 

⑷ 観光旅行者その他の滞在者 

    本市，事業者，市民及び環境保全活動団体が実施する地球温暖化対策に協力し

ます。 
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連 携 
国・近隣府県市

 
国際機関等 

京 都 市 

計画の策定・推進 
率先実行，全庁的取組の推進 
進捗状況，点検・評価の公表  等 
 

協力 

協 
  働 

協 
働 

  協 
働 

市 民 

学習 
省エネルギー等の実践行動 
市民活動への参加  等 
 

観 

光 

旅 

行 

者 

等

環境保全活動団体 
 

協働・連携 

事 業 者 
すべての活動を通じた削減 
特定事業者等の取組 
市民活動への参加  等 

協力 

協働 協働 

取組支援 
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２ 京都市の取組 

本市は，次の図に示した施策体系に沿って，温室効果ガス排出抑制対策を進めま

す。施策の実施に当たっては，旧計画の進捗状況等も踏まえつつ，特に二酸化炭素

の排出削減に効果的であると考えられるものを重点施策として設定し，更に充実，

強化を図ります。 

 

 
温 
 
室 
 
効 
 
果 
 
ガ 
 
ス 
 
排 
 
出 
 
抑 
 
制 
 
対 
 
策 
 

庁内推進体制の充実 
京都市役所ＣＯ２削減アクションプランの推進 
環境マネジメントシステムの構築・推進等 
 

※太字ゴシックは重点施策を示す。 

市役所の率先実行 

国際協力の推進 
近隣自治体等との連携による広域的な取組の推進 
調査研究の推進 

その他の取組の推進 

取組の輪を広げるための誘導策 

環境教育・学習の推進 
市民活動等の促進支援 
広報・啓発の推進 
観光客への啓発 
協働体制の充実 
モデル事業・社会実験等の取組の推進 
財政上の措置・制度の検討 

環境保全型農業の推進 
廃棄物対策の推進 
環境保全型農業の推進 
廃棄物対策の推進 

カーエアコン，冷蔵庫等の回収・適正処理の促進 

その他の温室効果ガス対策 
メタン対策 

一酸化二窒素対策 

代替フロン等対策 

森林の保全・整備等の推進 
都市公園，公共施設等の緑化推進 
木材資源の有効利用の推進 

吸 収 源 対 策 
（ 緑 を 増 や す 対 策 ） 

使用済みてんぷら油のバイオディーゼル燃料化事業の推進（再掲）
ごみの発生抑制と再使用の推進 
ごみの分別とリサイクルの推進 
良好な都市ストックの形成・有効活用 
下水汚泥の有効利用 
「新京都市産業廃棄物処理指導計画(京のさんぱい戦略２１)」の推進 

廃棄物部門対策 
（ ご み の 減 量 対 策 ） 

ライフスタイルの見直し 
事務所，店舗等の環境に配慮した活動の推進 
建築物の省エネルギー化の促進 
ヒートアイランド対策の推進 
「京都市水共生プラン」の推進 
省エネルギー生活を普及させる仕組みづくり 

民生部門対策 
（暮らし，建築物における削減対策） 

低公害車・低燃費車の普及，促進 
快適な歩行者空間の形成推進 
自転車利用環境の整備 
バス輸送サービスの充実等公共交通機関の利用促進 
過度に自動車に依存しないまちづくりの推進 
ＬＲＴ等の新しい公共交通システムの検討 
地下鉄延長事業・鉄道の複線化及び高架化の推進 
交通流の円滑化の推進 
ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞ･ｽﾄｯﾌﾟなどエコドライブの普及啓発活動の推進 

運輸部門対策 
（ 自 動 車 か ら の 削 減 対 策 ） 

産業部門対策 
（工場からの削減対策） 

環境に配慮した事業活動の推進 
省エネルギー型生産構造への転換促進 

エネルギー転換部門対策 
（バイオマス・自然エネルギーなどの利用促進策） 

バイオマスエネルギーの活用促進 
太陽エネルギーの活用促進 
未利用エネルギーの活用促進 
その他の新エネルギーの活用 

 



 
 

⑴ エネルギー転換部門対策（バイオマス・自然エネルギー等の利用促進） 
本市において，石油等の代替エネルギーとして利用可能な自然エネルギーであ

るバイオマスエネルギー（動植物に由来する有機物であってエネルギー源として

利用できるもの），太陽エネルギー，未利用エネルギー等とともに，廃棄物エネル

ギーなどの新エネルギーの活用を図ります。 
 

重点施策 

ア バイオマスエネルギーの活用促進 

・家庭から使用済みてんぷら油を回収し，「京都市廃食用油燃料化施設」（処理

能力 5,000Ｌ／日）でバイオディーゼル燃料に転換して，ごみ収集車や市バ

スの燃料として使用するバイオディーゼル燃料化事業の一層の促進を図るた

め，回収拠点の拡大を図ります。 

・バイオマスエネルギーの活用促進における木質バイオマスの利用及び生ごみ

を利用した水素ガス生成について，その有効活用を検討します。 

・農林業の現場で副産物や廃棄物として発生するバイオマス資源について，そ

の有効活用を検討します。 

 

イ 太陽エネルギーの活用促進 

・公共施設への太陽光発電，太陽熱利用の導入などを推進します。 

・住宅用太陽光発電システム設置助成制度等により自然エネルギーの利用の普

及を図ります。 

 

施策 

ウ 未利用エネルギーの活用促進 

・上下水道施設において，水の位置エネルギーや運動エネルギーを利用した小

水力発電を導入するとともに，下水処理水や未処理下水などが持つ熱エネル

ギーを活用する方法を検討します。 

 

エ その他の新エネルギーの活用 

・熱及び電気の利用を考慮し，公共施設や工場・事業場におけるコージェネレ

ーションシステム（熱電供給システム）や燃料電池の導入を促進します。 

・ごみ焼却熱の発電利用を推進します。 
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オ 行動（施策）目標と削減目標 

施 策 名 行 動 目 標 削減目標量 成果の評価指標

バイオマスエネル
ギーの活用促進 

平成 17 年度末約 1,000 箇所の回収拠
点を平成 22 年度までに 1,500 箇所に
拡大し，使用済みてんぷら油のバイオ
ディーゼル燃料化を推進する。 

４，０００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

回収拠点数 

住宅用太陽光発電
システム設置助成
制度 

住宅に限定していた助成対象を共同
住宅にも拡大し，毎年 150 件の太陽光
発電設備の設置を目指す。 

１，５００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

年度ごとの 
助成件数 

ごみ発電 
現在建設工事中の北部クリーンセン
ターに高効率のごみ発電設備（最大
8,500kW）を導入する。 

７８，０００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

ごみ焼却量及び
ごみ発電量 

 

 
⑵ 産業部門対策（工場からの削減対策） 

電力，石油，ガス等を大量に使用する工場における使用量削減だけではなく，

本市に多く立地する中小企業における環境配慮活動の促進を図ります。 
 

重点施策 

ア 環境に配慮した事業活動の推進 

(ｱ) 環境管理・監視等の普及 

・中小企業に対するＫＥＳ認証制度の推進やＩＳＯ１４００１の認証取得活

動等の支援により事業者における環境マネジメントシステムの導入を促進

します。 

・事業者に対する環境マネジメントシステム導入説明会の開催やＩＳＯ１４

００１認証取得に向けた相談の実施などにより，環境マネジメントシステ

ムの導入促進を図ります。 

 

(ｲ) 特定事業者排出量削減計画書等の公表 

・温室効果ガスの排出の量が相当程度多い事業者（特定事業者）に対して，

市条例に基づく特定事業者排出量削減計画書及び特定事業者排出量削減報

告書の提出を求め，これらを公表することにより，特定事業者における排

出抑制を推進します。 

 

(ｳ) グリーン購入・グリーン調達の促進 

・「京都グリーン購入ネットワーク」との連携により，事業者におけるグリー

ン購入・グリーン調達を促進します。 

 

(ｴ) 中小企業の取組の支援 

・エネルギーに関するサービスを提供するＥＳＣＯ事業や省エネルギー診断

の活用を図るとともに，アドバイザー派遣等の支援対策を推進します。 

・経営者向け環境経営セミナーや，環境教育テキストを利用した環境学習会
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を開催するなど，従業員への環境教育を促進します。 

 
施策 

イ 省エネルギー型生産構造への転換促進 

(ｱ) 工場・事業場でのエネルギー使用合理化の徹底 

・ＥＳＣＯ事業の活用を図り，事業者における省エネルギー型生産工程の普

及や工場間廃熱利用など余熱エネルギーの利用を促進します。 

・事業所のエネルギー使用状況を把握するとともに，省エネルギー対策を推

進します。 

 

(ｲ) 農林水産業者における省エネルギー型生産の促進 

・地場産の旬の農産物の消費拡大等による省エネルギー型生産を促進します。 

 

ウ 行動（施策）目標と削減目標 

施 策 名 行 動 目 標 削減目標量 成果の評価指標

ＫＥＳ認証取得事
業所の拡大 

ＫＥＳ認証取得事業所（市内）を平成
22 年までに 850 件に拡大する。（平成
18 年 3 月末市内認証事業所数 264） 

８，５００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

年度ごとの 
認証件数 

特定事業者排出量
削減計画書 

特定事業者排出量削減計画書に基づ
く取組の推進により，温室効果ガスの
排出を抑制する。 

１６０，０００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

特定事業者排出
量削減報告書に
よる総削減量 

 
 

⑶ 運輸部門対策（自動車からの削減対策） 

運輸部門における温室効果ガス排出量の削減対策を推進するため，自動車単体

の対策だけではなく，公共交通機関や自転車等の利用促進を図ります。 

 

重点施策 

ア 低公害車・低燃費車の普及，促進 

・市バスや公用車へ低公害車，低燃費車の計画的導入を推進します。 

・バイオディーゼル燃料の利用促進を図ります。 

・京都府トラック協会会員の中小運送業者が低公害車を借り受けて使用する際

のリース料を一部補助する制度を推進します。 

・低公害車購入事業者への補助金制度等優遇措置を検討します。 

・事業者や運送事業者におけるエコドライブ（アイドリング・ストップや経済

走行など，環境にやさしい運転），配送の効率化，低公害車の導入等を促進す

るため，グリーン配送（環境にやさしい荷物の配送）の取組を推進します。 

・本市に物品等を納入する際に，低公害車等の利用を求めるグリーン配送制度

の導入を検討します。 

・低公害車の駐車料金割引制度を促進します。 

 

イ 快適な歩行者空間の形成推進 

・「歩いて暮らせるまちづくり推進会議」との協働により，安全で快適な歩行者

空間の確保を図ります。 
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・安全で快適な歩行空間の確保のため，都心部において「トランジットモール」

など自動車乗り入れ抑制について検討します。 

・情報通信技術を活用した歩行者支援システムの導入の検討などにより，安全

で快適な歩道の整備を推進します。 

・道路のバリアフリー化の推進により，すべての人が安全快適に歩行できる空

間を整備し，近隣への徒歩移動を促進します。 

・歩道や道路照明・標識，信号機など交通安全施設の適切な整備を推進します。 

 

ウ 自転車利用環境の整備 

・「京都市自転車総合計画」に基づき，自転車等駐車場をはじめとする自転車利

用環境の整備を推進します。 

・駅や繁華街については，鉄道事業者及び関係者と協議・検討を進めます。 

・通勤・通学あるいは業務・買い物等の利用者を対象とする都市型レンタサイ

クルについては，鉄道事業者と協力・連携して導入を促進します。 

・集客施設等に対し，自転車駐車場の付置義務を課し，自転車等駐車場の整備

を促進します。 

・歩行者と自転車走行スペースの分離等自転車走行空間の整備を進めます。 

・自転車レーン，自転車道の設置を推進します。 

 

エ バス輸送サービスの充実等公共交通機関の利用促進 

・バスの定時性確保を図るための公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）について

は，「新交通管理システム（ＵＴＭＳ）」と「交通需要管理施策（ＴＤＭ）」を

一体的に行う先駆的なモデル事業として，警察主導のもと推進されており，

今後ともその拡充を促進します。 

・鉄道網と連結した効率的で乗りやすいバス路線網を整備するなど，利用者の

利便性の向上を図ります。 

・公共交通機関と自転車の乗り継ぎによる通勤の普及を図ります。 

・近畿圏等の主要駅等でのキャンペーン等の啓発活動を通じて，公共交通機関

を利用した京都への観光客誘致を推進します。 

・通勤定期券を持つ市民を対象に，土曜，日曜，祝日等に市バスを家族で利用

する際，運賃の割引を行う環境定期券制度を活用し，公共交通機関の利用促

進を図ります。 

・都心部における百円循環バスの運行等により，公共交通機関の利用促進を図

ります。 

 

オ 過度に自動車に依存しないまちづくりの推進（自動車利用の抑制と分散化） 

・ノーカーデーの実施を検討するなど，自動車利用から自転車・徒歩への転換

や，公共交通機関の利用促進を図ります。 

・既存の道路空間を有効に活用し，自動車交通の抑制や平準化等を図るととも

に，公共交通機関利用への転換を促進するため，都心部や観光地におけるパ

ーク・アンド・ライドシステムや自動車乗り入れ規制など交通需要管理施策

（ＴＤＭ施策）を推進します。 

・観光地（東山地区や嵐山地区）において，パーク・アンド・ライド等の交通

社会実験の結果を踏まえ，施策化を進めます。 

20 



 
・都心部において，トランジットモールや通過交通の抑制等の交通社会実験を

通じて，交通環境の改善について検討します。 

 

カ ＬＲＴ等の新しい公共交通システムの検討 

・軽量軌道公共交通機関（ＬＲＴ）等の利便性の高い，経済的にも優れた新し

い公共交通システムについて，モデル路線（２路線）を選定し，沿線住民と

の意見交換を行い，市民と一体となって導入のあり方を検討します。 

 

施策 

キ 地下鉄延長事業・鉄道の複線化及び高架化の推進 

・地下鉄東西線を京福嵐山線と結節させ，広域的な鉄道ネットワークを形成

し，本市西部地域と都心部間の交通利便性を図ります。 

・ＪＲ山陰本線京都駅～二条駅間，花園駅～嵯峨嵐山駅間の輸送力の増強と利

便性の向上を図り，地域交通の円滑化を促すために複線化及び一部高架化を

推進します。 

・京阪本線淀駅及びその付近において，交通渋滞を緩和し，地域の活性化を図

るために高架化を推進します。 

・阪急京都線桂駅以南において，周辺地域の交通渋滞の解消と地域の活性化を

図るために高架化を推進します。 

 

ク 交通流の円滑化の推進 

・都心部の交通渋滞を緩和する観点から，道路交通網の整備を促進します。 

・観光地におけるパーク・アンド・ライドシステムを推進します。 

 

ケ アイドリング・ストップなどエコドライブの普及啓発活動の推進 

・啓発旗設置，ステッカー配布等により駐車場におけるアイドリング・ストッ

プの普及を図ります。 

・エコドライブの促進を図るため，「エコドライブ推進者認定制度」によりエコ

ドライブ推進者の養成を推進します。 

 

コ 行動（施策）目標と削減目標 

施 策 名 行 動 目 標 削減目標量 成果の評価指標

エコドライブ推進
者の拡大 

エコドライブ推進者を平成 22 年まで
に 600 人に拡大する。（平成 17 年度末
330 人。<推進者 1 人が 5 名を教育>）

８，５００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

エコドライブ推
進者の認定数 

地下鉄東西線（二条
～天神川間）の延伸 

平成 19 年度完成を目指す。 
<マイカー使用者が地下鉄にシフト> 

８，４００ 
ｔ－ＣＯ２／年 

乗降客数の推移
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⑷ 民生部門対策（暮らし，建築物における削減対策） 

家庭，事務所，店舗などからの温室効果ガス排出量も増加しており，一層の省

エネルギー意識の向上を図るとともに，日常使用する設備・機器を点検，見直し，

省エネルギー型機器等の購入や建築物の省エネルギー化を促進します。 

 

重点施策 

   ア ライフスタイルの見直し 

(ｱ) 家庭における排出量の把握促進 

・学習会の開催や体験事例集の作成等を通じて，家庭から排出される温室効

果ガスの排出量を把握するための環境家計簿の普及を推進します。 

 

(ｲ) 温暖化対策診断の促進 

 ・専門家による太陽熱利用，照明，厨房，冷暖房，給湯等の機器の性能等に

ついて経済性評価を含めた総合的なアドバイスを提供する温暖化対策診断

を促進します。 

 

(ｳ) 環境配慮型商品等の優先購入（グリーン購入）等の促進 

 ・環境配慮型商品を販売するエコショップの紹介等を通じ，市民に対するグ

リーン購入の普及を推進します。 

 ・自動車，家電製品，ＯＡ機器など省エネルギー型機器による温室効果ガス

排出量等の情報提供の実施により，その普及を促進します。 

 ・市条例に基づく特定排出機器の省エネラベル表示と購入者への説明義務の

運用とともに，省エネルギー型の家電製品等の使用促進を図る運動を展開

し，市民に対してこれらの機器による温室効果ガス排出量等の情報提供の

促進を図ります。 

 ・木材等二酸化炭素排出の少ない資材・製品の利用を促進します。 

 ・省エネルギー型機器・システム導入に対する普及促進策を検討します。 

 

(ｴ) 自転車の利用促進 

・徒歩や自転車利用のための施設整備を推進します。 

 

イ 事務所，店舗等の環境に配慮した活動の推進 

(ｱ) 環境管理・監視等の普及 

・中小企業に対するＫＥＳ認証制度の推進やＩＳＯ１４００１の認証取得活

動等の支援により，事業者における環境マネジメントシステムの導入を促

進します。（再掲） 

 

(ｲ) 特定事業者排出量削減計画書等の公表 

・温室効果ガスの排出の量が相当程度多い事業者（特定事業者）に対して，

市条例に基づく特定事業者排出量削減計画書及び特定事業者排出量削減報

告書の提出を求め，これらを公表することにより，特定事業者における排

出抑制を推進します。（再掲） 
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(ｳ) グリーン購入・グリーン調達の促進 

・環境配慮型商品を販売するエコショップの紹介等を通じ，事業者に対する

グリーン購入の普及を推進します。（再掲） 

 ・自動車，家電製品，ＯＡ機器など省エネルギー型機器による温室効果ガス

排出量等の情報提供の実施により，その普及を促進します。（再掲） 

 ・市条例に基づく特定排出機器の省エネラベル表示と購入者への説明義務の

運用とともに，省エネルギー型の家電製品等の使用促進を図る運動を展開

し，市民に対してこれらの機器による温室効果ガス排出量等の情報提供の

促進を図ります。（再掲） 

 ・木材等二酸化炭素排出の少ない資材・製品の利用を促進します。（再掲） 

 ・省エネルギー型機器・システム導入に対する普及促進策を検討します。（再

掲） 

・「京都グリーン購入ネットワーク」との連携により，事業者におけるグリー

ン購入・グリーン調達を促進します。（再掲） 

 

(ｴ) 商店街等の取組の支援 

・モデル地域で地域全体の排出量削減を推進します。 

・エネルギーに関するサービスを提供するＥＳＣＯ事業や省エネルギー診断

の活用を図るとともに，アドバイザー派遣等の支援対策を推進します。 

・商店街，小売市場，ＴＭＯ（まちづくり運営機関）及びこれらの連合体が

実施する環境を大切にした買い物環境づくりに対して支援します。 

 

(ｵ) 旅館・ホテルの取組の支援 

・宿泊施設における，宿泊客への食事や旅行用品の提供方法の工夫などによ

る廃棄物の発生抑制，快適で適正な冷暖房を行うことによる省エネルギー

の実践，都市型エコツーリズムへの取組を促進することにより，環境にや

さしい観光の振興を図ります。 

 

(ｶ) 自動販売機による電力消費を削減する方策の検討 

 ・飲料をはじめとする自動販売機からの電力消費を削減するための方策を検

討します。 

 

(ｷ) ２４時間営業を行う店舗等による電力消費を削減する方策の検討 

 ・２４時間営業の店舗等による電力消費を削減するための方策を検討します。 

 

ウ 建築物の省エネルギー化の促進 

・住宅，ビル等において，市条例に基づく特定建築物排出量削減計画書等の届

出制度を運用することにより，省エネルギー型建築物の普及を促進します。 

・「京都市既存建築物省エネルギー化推進の手引き」等を活用して，ＥＳＣＯ事

業の紹介や，遮断熱対策など建築物における省エネルギー化を促進します。 

 

エ ヒートアイランド対策の推進 

・敷地の緑化に加えて，ビルの屋上や壁面の緑化を推進することにより，葉面

蒸発散による気化熱の冷却効果を利用して街のヒートアイランド現象を緩和
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します。 

・水面や非舗装面の確保，通風に配慮した都市整備などを促進します。 

 

オ 「京都市水共生プラン」の推進 

・道路･建物敷地への浸透性舗装や透水性ブロックを活用する等，土地への雨水

浸透性の向上を図ります。 

・学校や公共施設への雨水タンクの整備を推進し，植栽への灌水や道路への打

ち水等に利用します。 

・健全な水循環系の回復を図ること等を目的とした「京都市水共生プラン」に

基づき，全庁的な取組による雨水流出抑制対策を推進し，地表面の雨水浸透，

保水による蒸発散作用により地表面の高温化を防ぎます。 

 

   施策 

   カ 省エネルギー生活を普及させる仕組みづくり 

・家庭へのＫＥＳの普及を図ります。 

・省エネルギーコンサルタント，エネルギー管理士等を活用しやすい仕組みを

構築します。 

・省エネルギー対策に関することを相談できる体制について検討します。 

・地球温暖化防止リーダーを育成する養成講座を実施します。 

・市民からの家庭生活における取組の提案により，温室効果ガスの削減効果の

高いユニークな取組を表彰する市民参加型の「チャレンジ・エコライフ・コ

ンテスト」を実施し，環境負荷の少ない生活への転換を図ります。 

・環境にやさしい生活をする人にメリットがある制度を検討します。 

・住宅の省エネルギー度を評価する仕組みとして住宅の環境ラベリング制度に

ついて検討します。 

 

キ 行動（施策）目標と削減目標 

施 策 名 行 動 目 標 削減目標量 成果の評価指標

普及啓発 
環境家計簿の取組等，普及啓発を推進
することにより，家庭から排出される
二酸化炭素の排出量の削減を目指す。

１２０，０００  
ｔ－ＣＯ２／年 

環境家計簿取組
数，講習会への
参加人数 

特定事業者排出量
削減計画書（再掲） 

特定事業者排出量削減計画書に基づ
く取組の推進により，温室効果ガスの
排出を抑制する。 

※（１６０，０００） 
ｔ－ＣＯ２／年 

特定事業者排出
量削減報告書に
よる総削減量 

※削減目標量には，産業部門，運輸部門，民生部門（業務）の削減量を含める。 

24 



 
⑸ 廃棄物部門対策（ごみの減量対策） 

焼却処分されるごみの減量化は，温室効果ガス排出削減につながることから，

発生抑制（リデュース），再使用（リユース），いわゆる２Ｒを中心としたごみの

減量化の推進を図ります。 

 

重点施策 

ア 使用済みてんぷら油のバイオディーゼル燃料化事業の推進（再掲） 

・家庭から使用済みてんぷら油を回収し，「京都市廃食用油燃料化施設」（処理

能力 5,000Ｌ／日）でバイオディーゼル燃料に転換して，ごみ収集車や市バ

スの燃料として使用するバイオディーゼル燃料化事業の一層の促進を図るた

め，今後，回収拠点を拡大するなどさらにこの取組を進めます。 

    

イ ごみの発生抑制と再使用の推進 

・「京都市循環型社会推進基本計画（京
み や こ

のごみ戦略２１）」に基づき，廃棄物の

発生抑制，再使用を中心としたごみの減量化を図ることとし，ごみの発生抑

制に効果的な家庭ごみ収集における有料指定袋制を適正に導入します。 

・「京都市ごみ減量推進会議」を中心とした，市民，事業者，行政の協働による

ごみの発生抑制と再使用の促進に向けた取組を推進します。 

 

施策 

   ウ ごみの分別とリサイクルの推進 

・「プラスチック製容器包装」の分別収集を拡充します。 

・特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）施行に伴う市民啓発及び家

電４品目の収集，不法投棄対策を徹底します。 

・学校における分別収集，リサイクルの取組を推進します。 

 

エ 良好な都市ストックの形成・有効活用 

・都市の建設活動自体による環境負荷を低減するため，良質で寿命の長い建築

物等都市ストックの形成や既存の都市ストックの有効活用を促進します。 

    

オ 下水汚泥の有効利用 

・下水汚泥から生成される焼却灰や溶融スラグを建設資材等として有効利用し

ます。 

    

カ 「新京都市産業廃棄物処理指導計画（京
み や こ

のさんぱい戦略２１）」の推進 

・資源循環型社会システムの構築，環境にやさしい廃棄物処理システムの構築

を基本理念とした「新京都市産業廃棄物処理指導計画（京
み や こ

のさんぱい戦略  

２１」に基づくごみ減量化を推進します。 

    

⑹ 吸収源対策（緑を増やす対策） 

二酸化炭素排出量の削減対策を進めるとともに，本市の北部及び市街地周辺に

広がる山林は，二酸化炭素の吸収源であることから，森林の保全，都市緑化の推

進等を図ります。 
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施策 

   ア 森林の保全・整備等の推進 

(ｱ) 森林の適切な保全整備 

 ・植林，下刈り，除伐，間伐など，適切な森林管理を行う上で必要な森林整

備を林業の活性化を通じて促進し，森林の有する二酸化炭素吸収機能が発

揮されるよう努めます。 

・「合併記念の森創設事業」などにより，地球温暖化対策に有効で豊かな生態

系が維持されて人と自然の共生を目指す理想の森づくりシステムを企業や

市民の参画の下で推進し，そのシステムを民有林全体にも広げていきます。 

 ・森林整備の担い手の育成・確保を推進します。 

 

(ｲ) 里山空間など多様な森林の整備 

 ・森林の持つ保健・文化的価値や潤いのある生活環境の保全・創出のため，

里山空間の整備など利用目的に応じた多様な森林の整備を進めます。 

 

(ｳ) 緑化技術の導入 

 ・道路や橋等の建設に際し，緑化技術などの工法の採用に努めます。 

 

(ｴ) 緑化の推進 

 ・緑化団体との連携などにより，緑化推進体制の充実を図るとともに，各種

イベント等を通じて普及・啓発を推進します。 

 ・住宅，企業の空き地やビルの屋上・壁面などの緑化推進を図ります。 

 

イ 都市公園，公共施設等の緑化推進 

(ｱ) 都市公園の整備 

 ・緑豊かな都市公園などの整備により都市の緑化を推進します。 

 

(ｲ) 工場・産業団地の緑化推進 

 ・工場や産業団地等における緑化を推進します。 

 

(ｳ) 公共施設等の緑化 

 ・道路や河川，官公庁施設等について緑化を推進します。 

 ・学校，公園などでのビオトープ事業を推進します。 

    

ウ 木材資源の有効利用の推進 

・京の山杣人
そ ま び と

工房事業などを核に，市内産木材の利用促進を図るため，市内外

の消費者や事業者に対する普及・啓発を推進します。 

・市産材を使用した住宅や木造建築物に対する資金融資，公共施設への市内産

木材利用促進など，木材資源を有効に推進します。 

・プレカット工場や製材施設等の木材加工施設を充実し，市内産木材の安定的

な供給体制を整備します。 

・木材等森林資源の新たな活用方法の確立や利用・供給情報の整備・供給を促

進します。 
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⑺ その他の温室効果ガス対策 

環境保全型農業及び廃棄物対策の推進等によりその他の温室効果ガスの排出量

の増加を抑制します。 

 

施策 

   ア メタン対策 

(ｱ) 環境保全型農業の推進 

 ａ 有機物・水管理の適正化 

  ・環境への影響の少ない有機物資材施用技術の確立や，適切な土壌管理手

法，水田の水管理手法の研究・指導を推進します。 

 

ｂ 家畜ふん尿の適正処理 

  ・家畜ふん尿の好気性発酵など適正な処理を指導します。 

 

(ｲ) 廃棄物対策の推進 

ａ 有機物の埋立抑制・適正化 

  ・廃棄物の処理において，有機物の埋立処分を可能な限り抑制するととも

に，メタン排出の少ない埋立（準好気性埋立：埋立地の中に集水管を設

け，ごみ内部に空気を確保して好気性にする埋立）方法を指導します。 

 

ｂ ごみの減量化の推進 

  ・「京都市循環型社会推進基本計画（京
み や こ

のごみ戦略２１）」に基づき，廃棄

物の発生抑制，再使用を中心としたごみの減量化を図ります。（再掲） 

  ・資源循環型社会システムの構築，環境にやさしい廃棄物処理システムの

構築を基本理念とした「新京都市産業廃棄物処理指導計画（京
み や こ

のさんぱ

い戦略２１」に基づくごみ減量化を推進します。（再掲） 

  

イ 一酸化二窒素対策 

(ｱ) 環境保全型農業の推進 

ａ 施肥管理の適正化 

  ・環境への影響の少ない施肥技術の確立と普及・啓発を推進します。 

 

ｂ 家畜ふん尿の適正処理 

  ・家畜ふん尿の好気性発酵など適正な処理を指導します。（再掲） 

 

(ｲ) 廃棄物対策の推進 

  ・「京都市循環型社会推進基本計画（京
み や こ

のごみ戦略２１）」に基づき，廃棄物

の発生抑制，再使用を中心としたごみの減量化を図ります。（再掲） 

  ・資源循環型社会システムの構築，環境にやさしい廃棄物処理システムの構

築を基本理念とした「新京都市産業廃棄物処理指導計画（京
み や こ

のさんぱい戦

略２１」に基づくごみ減量化を推進します。（再掲） 

  

ウ 代替フロン等対策 

・「京都市環境保全資金融資制度」を通じて，事業者における回収装置等の整備
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を支援します。 

・関係業界と連携して，使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサ

イクル法），特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する

法律（フロン回収破壊法），特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

に基づく，カーエアコン，冷蔵庫など代替フロン等の使用機器の廃棄時にお

ける回収・適正処理を促進します。 

 

⑻ 取組の輪を広げるための誘導策 

温室効果ガス対策及び吸収源対策を進めるためには，事業者，市民の参加と協

働が必要であることから，事業者，市民の取組を誘導する環境保全に関する学習

の機会の提供，活動の支援及び広報・啓発等を行うとともに，「京都市環境保全活

動センター」（京
み や こ

エコロジーセンター）において，京
み や こ

エコロジーセンター中長期計

画に基づき，運営の推進を図ります。 

 

重点施策 

ア 環境教育・学習の推進 

(ｱ) 環境教育の推進 

・環境教育副読本を活用した学習や自然とのふれあい等の体験活動を充実す

るとともに，環境保全活動への参加や家庭と連携した環境教育に係る取組

を促進するなど，小・中学校，高等学校，養護学校における環境教育を推

進します。 

・家庭や地域における地球温暖化防止に向けた取組を促進するため，児童，

生徒が学校等で学んだことが，家庭や地域に生かされ，取組の実践につな

がるような仕組みを検討します。 

・環境教育教材の開発・提供を推進するとともに，環境教育指導資料の活用

方法，環境教育の取組の実践例の紹介など，各種講座や研修会を通して，

教員の指導力向上のための取組を推進します。 

・ＫＥＳ学校版認証取得や環境教育指定校への指定など環境教育の実践活動

強化を推進します。 

 ・雨水タンク，太陽光発電システム，風力発電システム，節水機器，電力監

視測定器などを環境教育に活用します。 

 

(ｲ) 京都市環境保全活動センター（京
みやこ

エコロジーセンター）における環境学習

の推進 

・体験機能を有するごみ減量や地球温暖化防止に関する展示を通じ，市民等

への環境保全の普及啓発を推進します。 

・青少年科学センターと連携した小学生対象の環境教育事業を通じ，児童へ

の環境意識の定着を図ります。 

・事業者，市民，環境保全活動団体及び環境ボランティアとの協働で実施す

る各種環境保全に関しての学習プログラム，普及啓発行事，講演会，セミ

ナー等を通じ，環境意識の定着を図ります。 
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イ 市民活動等の促進支援 

(ｱ) 市民活動の展開・促進 

・地球温暖化対策を中心とした，市民，事業者，行政など各主体の行動計画

である「京
み や こ

のアジェンダ２１」を推進します。 

 ・「京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム」及び「京
み や こ

エコロジーセンター」を通じて，

環境保全に向けた各主体の主体的・積極的な取組を促進します。 

 ・自然エネルギー導入や省エネルギー対策等を進める市民団体の活動を支援

します。 

 ・市民運動や企業活動において知識や経験を有した者を中心に，地球温暖化

防止活動推進員など地域における活動の中心となるリーダーの育成を推進

します。 

 ・市民・事業者・行政による「京都市ごみ減量推進会議」においては，本市

のごみを減らし，環境を大切にしたまちと暮らしの実現に向けた取組を促

進します。 

 ・それぞれの地域で具体的なごみ減量の取組を展開している「地域ごみ減量

推進会議」に対して，活動を支援します。 

 

(ｲ) 京都市環境保全活動センター（京
みやこ

エコロジーセンター）における環境活動

支援の推進 

・事業者，市民，環境保全活動団体及び環境ボランティアとの協働で実施す

る各種環境保全に関しての活動交流会，人材育成講座等を通じ，環境リー

ダー等の育成を推進します。 

・環境関連図書やビデオの収集整備，最新の環境情報の収集に努め，市民の

環境学習や環境保全活動のための情報提供を推進します。 

・自然エネルギーの導入，省エネルギー対策，ごみ減量に関する学習及び活

動に取り組む市民，環境保全活動団体，事業者の支援を推進します。 

 

(ｳ) 中小企業の取組の支援 

 ・事業者向け環境学習プログラムの作成や環境マネジメントシステム導入説

明会の開催など，中小企業における環境配慮活動を支援します。 

 

(ｴ) 地域参加型環境保全の推進 

 ・地域住民が主体となって行政・事業者とともに地域の環境を改善する運動

（地域版ローカルアジェンダ２１活動）を推進します。 

 ・利害関係者による問題解決型円卓会議等の仕組みづくりを推進し，その活

動の支援を行います。 

 ・大学における，周辺住民・事業者と協働したグリーン購入，リサイクル等

の取組支援を行います。 

 

ウ 広報・啓発の推進 

・啓発イベントや市民参加型行動実践キャンペーンを実施します。 

・地球環境をテーマにした講習会やフェア等の開催を通じて，市民一人ひとり

の地球温暖化問題に対する理解を深める機会を提供します。 

 ・環境保全に貢献した事業者や市民，民間団体等を表彰することにより，地球
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温暖化防止に向けた市民等の積極的な取組を促進します。 

 ・マスコミとの共同キャンペーン活動を展開します。 

 ・駅周辺でのサイン表示，省エネルギー活動のシール配布など，効果的な広報・

啓発活動を促進します。 

 

エ 観光客への啓発 

 ・環境配慮型宿泊施設の取組を促進するとともに，観光客に対して取組への理

解を求め，協力を要請します。 

 ・環境配慮型宿泊施設やレンタサイクル等の取組情報を提供し，観光客への啓

発を行い，取組を支援します。 

 

オ 協働体制の充実 

・「京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム」及び「京都市ごみ減量推進会議」を中心と

して市民・事業者・行政のパートナーシップによる地域における温暖化防止

活動の推進を図ります。 

 

カ モデル事業・社会実験等の取組促進 

・市民・事業者・行政のパートナーシップのもと，先進事例となるようなモデ

ル事業や社会実験に積極的に取り組みます。 

 

キ 財政上の措置・制度の検討 

・地球温暖化防止に資する取組に対する補助金制度や税制度等，有効な財政上

の措置を検討します。 

 

⑼ その他の取組の推進 

施策 

   ア 国際協力の推進 

・京都議定書誕生の地として，京都議定書の発効を受け，各国の更なる地球温

暖化対策の推進に向けた活動を進めます。 

・公害や地球規模の環境問題に取り組んできた本市の経験や知識を「イクレイ

－持続可能性をめざす自治体協議会(ＩＣＬＥＩ)」を通じて情報発信するこ

とにより環境分野における国際協力を推進します。 

・「気候変動に関する世界市長・首長協議会」を通じた自治体リーダー間のネッ

トワーク化を推進します。 

 

イ 近隣自治体等との連携による広域的な取組の推進 

 ・国や府が行う地球温暖化防止のための施策と連携するとともに，近隣市町村

との情報交換を進め連携を強化します。 

・地球環境問題の解決に向けて，既存の学問分野の枠組みを超えた総合的視点

に立つ地球環境学の構築を目指し，「大学共同利用機関法人 人間文化研究機

構 総合地球環境学研究所」との連携を図ります。 
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   ウ 調査研究の推進 

・地球温暖化など地球環境問題に関する調査研究を推進します。 

・省エネルギー・省資源，リサイクル，地球温暖化防止に関する技術開発研究

を推進します。 

 

⑽ 市役所の率先実行 

    市内有数の大規模な事業者である京都市役所が率先して，地球温暖化防止に向

けて総合的に取り組みます。 

 

重点施策 

ア 庁内推進体制の充実 

・市長を本部長とする「京都市地球温暖化対策推進本部」による全庁的な取組

を推進します。 

 

施策 

イ 京都市役所ＣＯ2削減アクションプランの推進 

地球温暖化対策推進法第２１条第１項に基づく実行計画として，また市条例

第１１条第２項の規定に基づく計画として，平成１８年３月に策定された「京

都市役所ＣＯ2削減アクションプラン」に基づき全庁を挙げて地球温暖化対策を

推進します。 

 

(ｱ) 計画の期間 

平成１７年度から平成２２年度まで 

 

(ｲ) 対象範囲 

本市が実施している事務及び事業のすべてを対象とします。対象範囲を下

記の３つの部門に分類します。 

なお，環境省の策定マニュアルを参考に，外部委託により実施する事務及

び事業，外郭団体などが実施する事務及び事業は対象から除きますが，これ

らの事務及び事業で，温室効果ガス排出削減の措置が可能なものについては，

受託者等に対して必要な措置を講ずるよう要請します。 

 

対象部門 事  業 

事 務 系 事業系，市民サービス系を除くすべての事務・事業 

事 業 系 
廃棄物処理事業，市場運営事業（第一市場，第二市場），交通事業（市バス，地
下鉄），上下水道事業（水道事業：浄水場，下水道事業：水環境保全センター）

市民サービス系 
病院事業，保育事業，文化事業，教育関係（学校・園）事業（市の運営する小，
中，高校，養護学校，幼稚園） 
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(ｳ) 温室効果ガス排出状況 

平成１６年度の本市の事務・事業に伴う温室効果ガスの総排出量は，約  

４６．４万トン（二酸化炭素換算。以下同じ。）です。 
 

表５ 本市の事務・事業に伴う温室効果ガスの部門別排出状況と排出要因 
単位：ﾄﾝ-CO2 

 ＣＯ２ ＣＨ４ Ｎ２Ｏ 小 計 

事 務 系 30,148 0 0 30,148

廃棄物処理事業 189,439 1 9,972 199,412

市場運営事業 9,221 0 0 9,221

交 通 事 業 72,573 0 0 72,573

事 

業 

系 

上下水道事業 70,644 5,728 47,386 123,759

市民サービス系 28,354 0 532 28,886

合   計 400,378 5,729 57,890 463,998

注１：温室効果ガス排出量は，「地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体の事務及び事業に係る温室効果ガス

総排出量算定方法ガイドライン」により算定しています。 

注２：ＨＦＣ及びＳＦ６の排出量は，それぞれ約２０７トン（0.04％），約２３６トン（0.05％）と温室効果ガス

排出の寄与が小さく，また，ＰＦＣは本市では使用されていません。このため，これら３物質については，

実態把握にとどめ，目標算定の対象外としています。 

 

(ｴ) 温室効果ガス排出量に関する目標 

計画期間の中間年である平成１９年度の目標も設定し，その状況に応じて

平成２２年度の目標は見直しを行うこととします。 
 

表６ 本市の事務・事業における温室効果ガス排出量の削減目標 

                                     単位：ﾄﾝ-CO2 

平成 16 年度 平成 19 年度 平成 22 年度 
対 象 部 門 

排出量 排出量 削減量 排出量 削減量 

事 務 系 30,148 29,243
△904

(△ 3.0％)
28,942 

△1,206
(△ 4.0％)

廃棄物処理事業 199,412 164,217
△35,196

(△17.6％)
141,023 

△58,390
(△29.3％)

市場運営事業 9,221 9,164
△57

(△ 0.6％)
9,108 

△113
(△ 1.2％)

交 通 事 業 72,573 73,025
452

(0.6％)
73,768 

1,196
(1.6％)

上下水道事業 123,759 122,198
△1,560

(△ 1.3％)
120,464 

△3,294
(△ 2.7％)

事 

 

業 

 

系 

小  計 404,964 368,604
△36,361

(△ 9.0％)
344,363 

△60,601
(△15.0％)

市民サービス系 28,886 29,606
720

( 2.5％)
29,499 

613
(2.1％)

合   計 463,998 427,453
△36,545

(△ 7.9％)
402,804 

△61,194
(△13.2％)
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ウ 環境マネジメントシステムの構築・推進等 

・ＩＳＯ１４００１及びＫＥＳ認証取得事業所を拡大し，本市自らが行う事務

事業の実施に伴う環境負荷を低減させることはもとより，すべての行政分野

において環境を基軸とした政策の展開を図ります。 

・市役所本庁舎及び消防本部庁舎においてゼロ・エミッションの取組を推進し

ます。さらに，市役所の他の施設へのゼロ・エミッションの取組の拡大を目

指します。 

・本市が実施する事業については，事業計画の立案段階で環境配慮を図る戦略

的環境アセスメントを適正に運用します。 

・本市における行政評価システムにおいて，市の事務事業における成果の評価・

点検に環境負荷の観点を加えます。 

・本市の公共事業等における環境への負荷を低減するため，設計，仕様，施工

等の各段階において環境に配慮するとともに，環境への影響を評価に加える

総合評価一般競争入札制度の運用を図ります。 

・本市の発注工事に，ＩＳＯ１４００１及びＫＥＳ認証を取得した事業者にだ

け入札参加を認めるグリーン入札制度の導入を検討します。 

・本市の公の施設の指定管理者の選定に当たっては，環境への配慮の観点を加

えます。 

・ＩＳＯ１４００１による環境マネジメントシステムの推進と併せて，本市の

事務事業における環境負荷低減の取組について，環境会計の手法を用いて，

その効果等を数値化して分かりやすく説明，公表します。 
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３ 事業活動に求められる取組 

事業者は，事業活動に起因する温室効果ガス排出削減のため，以下の取組が求め

られます。 
 

 

その他の 
温室効果ガス対策 

農業における対策 
廃棄物の適正処理 
代替フロン等の使用削減 

エネルギー転換部門対策 
（電気・ガス事業者における削減対策） 電気・ガス事業者におけるエネルギー転換効率の向上 

 
産業部門対策 

（工場における削減対策） 製造業における熱管理，電力利用設備等の効率向上 
 

運輸部門対策 
（営業用自動車からの削減対策）  

自動車利用の抑制（自粛） 
環境に配慮した事業所の利活用 
自動車の適正な管理・使用 
低公害車・低燃費車の選択 
鉄道における車両の軽量化，物流の効率化 
 

民生部門対策 
（事務所・店舗・ビルにおける削減対策） 

省エネルギー型事業活動の推進 
省エネルギー型ＯＡ機器等の導入 
建築物の省エネルギー化 

 
事 
業 
活 
動 
に
か
か
わ
る
取
組 
 

吸 収 源 対 策 
（緑を増やす対策） 

森林の保全・整備 
植樹などの緑化運動の推進 
 

ごみの発生抑制と再使用の推進 
ごみの分別とリサイクルの推進 
 

廃棄物部門対策 
（ごみの減量対策）  

従業員への環境教育の推進
普及啓発 

従業員の環境教育の推進 
普及啓発 
 

 

⑴ エネルギー転換部門対策（電気・ガス事業者における削減対策） 

ア 電気・ガス事業者におけるエネルギー転換効率の向上 

・電気・ガス事業者における発電・送電・ガス供給段階での効率的なエネルギ

ー利用を図ります。 

・太陽光等自然エネルギーの活用を図ります。 

 

⑵ 産業部門対策（工場における削減対策） 

ア 製造業における熱管理，電力利用設備等の効率向上 

(ｱ) 熱管理・熱源設備の効率向上 

・熱源設備における熱利用効率を高めるための機器の改善，改良を図ります。 

 

(ｲ) 電力利用設備の効率向上 

・高効率モーターの導入やモーターのインバーター制御化等機器の改善，改

良を図ります。 

 

⑶ 運輸部門対策（営業用自動車からの削減対策） 

ア 自動車利用の抑制（自粛） 

・通勤・通学，営業等には，徒歩，自転車や公共交通機関を積極的に利用しま

す。 
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・業務用車両の持ち帰りの自粛などによる社用車の管理強化やマイカー通勤規

制等により，車の利用抑制に取り組みます。 

 

イ 環境に配慮した事業所の利活用 

・環境に配慮した運送事業所（ＩＳＯ１４００１やＫＥＳの取得事業者など）

を積極的に選定します。 

 

ウ 自動車の適正な管理・使用 

(ｱ) 使用時間の短縮等 

 ・出発前に，営業，配送ルートの確認をします。 

 ・タイヤの空気圧を適正に保ちます。また，車に不要な荷物を積んだままに

しません。 

 ・停車中はこまめにエンジンを切り，不必要なアイドリングをしません。 

 ・急発進・急加速・急ブレーキをやめます。 

 ・エンジンの空ぶかしをしません。 

 ・エコドライブ支援機器の導入を図ります。 

(ｲ) 効率的な輸配送システムの導入 

・自家用貨物車から営業貨物車への転換を図ります。 

・共同輸配送システムの導入を進めます。 

・最適配車システムを実施します。 

・適正な在庫管理を行います。 

・帰り荷の利用促進を図ります。 

 

エ 低公害車・低燃費車の選定 

・計画的に低公害車・低燃費車の購入，導入を図ります。 

・都心部では，率先してエコカー（低公害車及び低排出ガス車かつ低燃費車）

の使用を図ります。 

 

オ 鉄道における車両の軽量化，物流の効率化 

・鉄道車両の軽量化や鉄道輸送と連携した物流の効率化を図ります。 

 

⑷ 民生部門対策（事務所・店舗・ビルにおける削減対策） 

ア 省エネルギー型事業活動の推進 

(ｱ) エコオフィス運動の推進 

ａ 昼休み中の消灯や部分消灯の実施 

・昼休み中や時間外は事務所の照明を一斉又は部分消灯するなどして，電

気を節約します。 

 

ｂ 企業，店舗，電車，バス等の冷暖房機器の設定温度の適正化 

・冷房は 28℃，暖房は 20℃程度を目安に空調機器の温度を設定します。 

 

ｃ ＯＡ機器等のこまめな電源切断 

・コピーやパソコン等のＯＡ機器は，昼休みなど長時間使わない場合はこ

まめに電源を切るようにします。 
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ｄ ガス調理器具，給湯器等の適正な使用 

・給湯器は種火をこまめに消すようにします。食器を洗う時は，給湯器の

温度設定を低くします。 

・食器を洗う時は，お湯を出しっぱなしにしないようにします。 

・コンロの炎は鍋底からはみ出さないようにします。 

・ガス暖房器具を使用するときの温度を低めに設定します。 

 

ｅ 店舗照明の適正化など営業時における電力消費の削減 

・過剰な店舗照明などによる電力消費量の削減を図ります。 

 

(ｲ) 自動販売機の適正な運転管理と省エネルギー型の機器の導入 

・飲料をはじめとする自動販売機の適正な運転管理に努めます。 

・省エネルギー型の自動販売機の導入を図ります。 

 

イ 省エネルギー型ＯＡ機器等の導入 

・白熱灯から蛍光灯への転換，インバーター照明器具の導入，省エネルギー型

ＯＡ機器の導入を図ります。 

 

ウ 建築物の省エネルギー化（環境共生型建築物の導入） 

(ｱ) 太陽光等の自然エネルギーの活用 

・太陽熱利用システムや太陽光発電システム等自然エネルギーの導入を図り

ます。 

 

(ｲ) ビルの断熱化・屋上緑化等の促進 

・ビルを新築・改築するときは，断熱化，屋上緑化，壁面緑化等に努めます。 

 

(ｳ) コージェネレーションシステムの導入など熱の効率的な利用 

・建築物の用途に応じ，熱供給と電気供給が同時にできるコージェネレーシ

ョンシステムの導入を図るなど建築物における熱の効率的な利用を推進し

ます。 

   

⑸ 廃棄物部門対策（ごみの減量対策） 

ア ごみの発生抑制と再使用の推進 

・製品の製造から廃棄まで，温室効果ガスの排出量の少ない商品の購入促進を

図るために，製品のライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）を導入するとと

もに情報の公開に努めます。 

・商品の多重包装など不必要な包装をしないようにします。 

・オフィスにおいては，両面コピーの徹底等により紙の使用量を削減します。 
・行政や企業，自治会や民間団体の再使用・リサイクル活動への積極的な参加

を目指します。 
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イ ごみの分別とリサイクルの推進 

・原材料や事務用品にリサイクル製品を積極的に使用します。 
・使用時・廃棄時に環境への影響の少ない製品を積極的に使用します。 
・使い捨て製品は極力使用しないようにし，建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法），食品循環資源の再生利用等の促進に関す

る法律（食品リサイクル法）等に基づく取組とともに，紙，缶・びん・ペッ

トボトルなどは積極的にリサイクルを行います。 
 

⑹ 吸収源対策（緑を増やす対策） 

ア 森林の保全・整備 

(ｱ) 森林の保全・整備 

・計画的な造林・保育を実施し，複層林など多様な森林の整備を行います。 

 

(ｲ) 持続可能な森林経営の確立 

・有用な人材確保に努めるとともに，生産性の向上を図り，持続可能な森林

経営を確立します。 

 

(ｳ) 木材資源の有効利用 

・間伐材や廃材も含め木材の需要拡大を図り，木材資源の有効利用に努めま

す。 

 

イ 植樹など緑化運動の推進 

・敷地内の植栽や生け垣の設置に努めます。 

・植樹などの緑化運動に協力します。 

    ・屋上や壁面の緑化の取組に努めます。 

 

⑺ その他の温室効果ガス対策 

ア 農業における対策 

・農業から排出されるメタンや一酸化二窒素は，家畜の飼育管理の改善，家畜

ふん尿の適正処理，水田の水管理，施肥の適正化などを行うことによって抑

制します。 

 

イ 廃棄物の適正処理 

・有機物の発酵によるメタンの発生を抑制するため，廃棄物の適切な処理を行

います。 

 

ウ 代替フロン等の使用削減 

・代替フロン等については，代替物質の利用を推進します。 
・やむを得ず使用する場合には，密閉設備の導入，使用後の回収の徹底や再利

用，品質の悪化により再利用できないときの破壊など，代替フロン等が大気

中に放出しないように努めます。 
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⑻ 従業員の環境教育の推進，普及啓発 

 ア 従業員の環境教育の推進 

 ・環境経営セミナーや環境教育テキスト等を活用して，事業者による従業員へ

の環境教育を推進します。 

・アイドリング・ストップをはじめとするエコドライブを実践するため，従業

員に対する教育・研修等を実施します。 

  

 イ 普及啓発 

・駐車場等に看板等を設置するなどにより，アイドリング・ストップの普及啓

発を図ります。 

 

⑼ 削減対策による二酸化炭素削減効果の例 

次のような削減対策を行うことによって，多くの二酸化炭素排出量を削減する

ことができます。 

削 減 対 策 例 ＣＯ2 削減量 
(ｔ-CO2/年) 

ボイラーの燃焼空気比を調整する。 
（Ａ重油焚き２㌧／h ボイラー２基があり，Ｏ２濃度平均 7.9％（空気比 1.6）
と高く，省エネルギー法の基準値に準拠して 1.2 に調整する） 

４５．０ 

環境マネジメントシステムを導入する。 
（ＫＥＳ認証取得事業所（359 事業所）での環境改善活動（電力，ガス，
ガソリン，重油，灯油の削減）での実績） 

１０．０ 

エコドライブ（急発進，急加速をしない等のアクセルワーク）を実践する。 
（エコドライブ講習会での燃費改善率（約２１％実績）から，年間走行量（ト

ラック７万 km）を外挿した時の削減量） 
 ３．５ 

エコドライブ（急発進，急加速をしない等のアクセルワーク）を実践する。 
（エコドライブ講習会での燃費改善率（約２１％実績）から，年間走行量（乗

用車３万 km）を外挿した時の削減量） 
 ０．８ 
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４ 市民生活に求められる取組 

市民は，市民生活に起因する温室効果ガス排出削減のため，以下の取組が求めら

れます。 

 

 

植樹など緑化運動の推進 

ごみの発生抑制と再使用の推進 
ごみの分別とリサイクルの推進 
 

吸 収 源 対 策 
（緑を増やす対策）  

その他の 
温室効果ガス対策 

廃棄物の減量に伴うメタン，一酸化二窒素の発生量の削減 
代替フロン等を使用した製品の不使用，回収の徹底 

 
市
民
生
活
に
か
か
わ
る
取
組 
 

民生部門対策 
（暮らしの中からの削減対策） 

省エネルギー型ライフスタイルの推進 
省エネルギー型家電製品等の購入・利用 
住宅の断熱構造化の促進 
自然エネルギーの利用 

運輸部門対策 
（自動車利用からの削減対策） 

徒歩，自転車，公共交通機関の利用 
環境にやさしい運転（エコドライブの実践） 
低公害車・低燃費車の選定 

廃棄物部門対策 
（ごみの減量対策）  

 

⑴ 民生部門対策（暮らしの中からの削減対策） 

ア 省エネルギー型ライフスタイルの推進 

(ｱ) 冷暖房機器の適正な使用 

・冷暖房機器の使用時間を短くします。 

・冷房は 28℃，暖房は 20℃に設定します。 

・こたつ等についても設定温度を低めにします。 

 

(ｲ) その他の家電製品等の適正な使用 

・テレビの視聴時間，照明器具の使用時間を短縮します。 

・家電製品において長時間使用しない場合は，主電源を切るかコンセントを

抜きます。 

・冷蔵庫の内容量を適量にし，ドアの開閉を減らします。 

・洗濯物はできるだけまとめ洗いをします。 

・掃除機の効率のよい使用を心がけます。 

・その他の家電製品についても，使用時間を減らしたり，効率のよい利用を

心がけます。 

 

(ｳ) ガス調理器具，給湯器等の適正な使用 

・給湯器は種火をこまめに消すようにします。食器を洗う時は，給湯器の温

度設定を低くします。 

・食器を洗う時やシャワーを浴びる時は，お湯を出しっぱなしにしないよう

にします。 
・お風呂は，間隔を置かずに入るようにして，追い焚きをしないようにしま

す。 
・コンロの炎は鍋底からはみ出さないようにします。 

・ガス暖房器具を使用するときの温度を低めに設定します。 
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イ 省エネルギー型家電製品等の購入・利用 

・家電製品を買い換えるときは，省エネルギー型のものを選びます。 

・石油ストーブ，ガス機器，給湯器は効率のよいものを購入します。 

    

ウ 住宅の断熱構造化の促進 

 ・住宅を新築，改築するときは断熱材，ペアガラスの導入など断熱構造を高め

ます。 

 

エ 自然エネルギーの利用等 

・住宅における太陽熱利用システムや太陽光発電システムの導入に努めます。 

・雨水の活用を図ります。 

 

⑵ 運輸部門対策（自動車利用からの削減対策） 

ア  徒歩，自転車，公共交通機関の利用 

・買い物，通勤・通学，レジャー等には，徒歩，自転車や公共交通機関を積極

的に利用し，マイカーの利用を減らします。 

 

イ 環境にやさしい運転（エコドライブの実践） 

・停車中はこまめにエンジンを切り，不必要なアイドリングをしません。 

・急発進・急加速，急ブレーキをやめます。 

・エンジンの空ぶかしをしません。 

・経済速度で走ります。 

・タイヤの空気圧を適正に保ちます。また，車に無駄な荷物を積んだままにし

ません。 

 

ウ 低公害車，低燃費車の選定 

・車を購入又は利用するときは，二酸化炭素等の排出量が少なく，環境にやさ

しい低公害車，低燃費車を選びます。 

 

⑶ 廃棄物部門対策（ごみの減量対策） 

ア ごみの発生抑制と再使用の推進 

・使い捨て商品の使用は控えます。 

・買い物の際は買い物袋を持参し，レジ袋は断ります。 

・シャンプーや洗剤などは詰替用のものを購入します。 

・生ごみはよく水切りをします。 

・トイレットペーパーやティッシュペーパーは使いすぎないようにし，できる

だけ再生紙利用のものを使用します。 

・ビールや酒はなるべくリターナブル(再利用可能)びんを購入し，使用後は購

入店又はスーパー等の拠点回収協力店に返却します。 
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イ ごみの分別とリサイクルの推進 

・「家庭ごみ」，「缶・びん・ペットボトル」，「小型金属類」等は分別し，紙パッ

ク，使用済み乾電池，使用済みてんぷら油，蛍光管，古紙など再生可能なも

のはできるだけリサイクルに回します。 

・「プラスチック製容器包装」の分別にも取り組みます。 

・食品トレイはスーパー等の店頭で資源回収しているところまで持っていきま

す。 

 

⑷ 吸収源対策（緑を増やす対策） 

ア 植樹など緑化運動の推進 

・庭の植栽や生け垣の設置に努めます。 

・植樹などの緑化運動に協力します。 

・屋上や壁面の緑化に努めます。 

 

⑸ その他の温室効果ガス対策 

ア 廃棄物の減量に伴うメタン，一酸化二窒素の発生量の削減 

(ｱ)ごみの発生抑制と再使用の推進（再掲） 

・使い捨て商品の使用は控えます。 

・買い物の際は買い物袋を持参し，レジ袋は断ります。 

・シャンプーや洗剤などは詰替用のものを購入します。 

・生ごみはよく水切りをします。 

・トイレットペーパーやティッシュペーパーは使いすぎないようにし，でき

るだけ再生紙利用のものを使用します。 

・ビールや酒はなるべくリターナブル(再利用可能)びんを購入し，使用後は

購入店又はスーパー等の拠点回収協力店に返却します。 

 

(ｲ) ごみの分別とリサイクルの推進（再掲） 

・「家庭ごみ」，「缶・びん・ペットボトル」，「小型金属類」等は分別し，紙パ

ック，使用済み乾電池，使用済みてんぷら油，蛍光管，古紙など再生可能

なものはできるだけリサイクルに回します。 

・「プラスチック製容器包装」の分別にも取り組みます。 

・食品トレイはスーパー等の店頭で資源回収しているところまで持っていき

ます。 

 

イ 代替フロン等を使用した製品の不使用，回収の徹底 

・代替フロン等を大気中に放出しないように，代替フロン等を使用した製品を

使わないようにするとともに，使った製品からの回収を徹底します。 
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⑹ 身近な取組による二酸化炭素削減効果の例 

次のような取組を行うことによって，多くの二酸化炭素排出量を削減すること

ができます。 

 身 近 な 取 組 
ＣＯ2 削減量 
(kg-CO2/年) 

節約金額 
(円／年) 

エアコン(2.2kW)暖房温度の設定を１℃下げる 
<暖房期間 5.5 ヶ月間，21℃→20℃> ２０．０６ １，２００

エアコン(2.2kW)冷房温度の設定を１℃上げる 
<冷房期間 3.6 ヶ月間，27℃→28℃> １１．４３ ７００ 

エアコン(2.2kW)暖房時間を１時間短縮する 
<暖房期間 5.5 ヶ月間> １５．４０ ９００ 

エアコン(2.2kW)冷房時間を１時間短縮する 
<冷房期間 3.6 ヶ月間，27℃→28℃> ７．１０ ４００ 

電気カーペット（３畳用）の温度設定を下げる 
<暖房期間 5.5 ヶ月間，温度設定「強」→「中」> ７０．３０ ４，１００ 

誰もいない部屋の照明(白熱球：54W)はこまめに消す 
<毎日１時間消灯> ７．４５ ４００ 

誰もいない部屋の照明(蛍光ランプ：15W)はこまめに消す 
<毎日１時間消灯> ２．０７ １００ 

見ていないテレビ(28 インチ)は消す 
<毎日１時間消す> １５．４４ ９００ 

食器洗いをする時は，給湯器は温度設定を低くする 
<冷房期間を除く，40℃→38℃> １７．２５ １，３００ 

お風呂は間隔をおかずに入る 
<毎日１回，40.5℃→45℃に追い炊きをしない> ７４．８７ ５，７００ 

アイドリング・ストップに努める 
<40km 走行ごとに 1 回 5 分間エンジンを止める> ３７．７０ １，９００ 

急発進，急加速をしない 
< 10km 走行ごとに 1 回急発進，急加速をしない> ６４．９６ ３，２００ 

日 

常 

生 

活 

タイヤの空気圧は適正に保つ 
<適正圧より 50kPa 減状態で，5,000km 走行> ３４．８０ １，７００ 

照明(５灯)を白熱球(54W)から蛍光ランプ(15W)に替える １４７．４０ ８，５００ 

エアコン 2.2kW※ ５７．０８ ３，３００ 

テレビ スタンダード 25 インチ※ ４．５４ ３００ 

ＶＴＲ(Ｓ－ＶＨＳ以外) ※ ２８．７３ １，７００ 

洗濯機 全自動 6kg※ ６．０５ ４００ 

家庭用蛍光灯器具（6～8 畳用）※ ３．０２ ２００ 

省
エ
ネ
機
器
へ
の
買
い
替
え 

温水洗浄便座（貯湯式）※ １３．９９ ８００ 

※ 出典：(財)省エネルギーセンターのホームページから加工（省エネ機器は，2005 年夏版の「省

エネ性能カタログ」より，各製品の年間又は期間消費電力量の最小値の製品と平均値のものを比

較） 
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５ 主体間の連携による取組 

  温室効果ガスの削減目標を着実に達成するためには，市民，事業者，行政等のあ

らゆる主体が地球温暖化問題に対して各々が果たすべき社会的責任を自覚し，市民

生活，事業活動及び本市の施策・事務事業において，積極的に地球温暖化対策に取

り組むことが必要です。 

  取組を進めるに当たっては，各主体が，地球温暖化の防止に向け，それぞれの役

割に応じて活動するだけでなく，あらゆる主体が目標を共有したうえで，連携して

この問題の解決を図っていくことが，より一層効果的であると考えられます。 

これまでから，「京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム」や「京都市ごみ減量推進会議」，

「京都グリーン購入ネットワーク」といった，各界各層が構成員となっている，情

報交換や具体的な施策の実践を目的とした組織において，市民，事業者，行政のパ

ートナーシップの下，様々な活動が展開されており，今後とも，こうした各主体間

の連携による取組を更に推進します。 
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第７章 計画の進行管理と公表 

地球温暖化対策は，本市，事業者，市民の三者が積極的に取り組むとともに，パー

トナーシップに基づく取組を進めることが効果的であるため，各主体による取組の進

捗状況等に係る情報を共有し，更なる対策の推進を図っていく必要があります。 
そこで，本市がとりまとめた毎年度の取組実績，行動目標や削減目標の達成状況等

を，三者で点検評価するとともに，その結果を公表します。 
 
 

重点施策 

１ 取組実績の把握 

⑴ 京都市の取組について 

最新の温室効果ガス排出量，地球温暖化対策計画に掲げられた施策や京都市役

所の率先実行（京都市役所ＣＯ2削減アクションプラン）等の実績・削減効果を本

市がとりまとめ，目標の達成状況を確認，公表します。 
また，施策の評価に当たっては，分かりやすく，かつ，迅速に温室効果ガス排

出量の傾向や施策等による削減量の動向が判断できるエネルギー（電気，都市ガ

ス等）消費量等の「地球温暖化対策指標」を設定することも検討します。 
さらに，削減量や排出量の算定に当たっては，引用した統計データ及び算定式

もあわせて公表するとともに，矛盾が生じないような目標設定及び不確定要因に

対する評価方法について，評価検討委員会での審議も含め，慎重に検討します。 

 
⑵ 事業者・市民の取組について 

市条例に基づく特定事業者排出量削減計画書等により，特定事業者からの温室

効果ガス排出量，取組実績・削減効果等の取組の進捗状況を本市がとりまとめ，

各事業者の目標達成状況を確認，公表します。 
また，可能な限り市内の事業者団体，市民団体による取組実績も本市が把握し

ます。 
 

⑶ パートナーシップによる取組について 

市民，事業者，行政の三者の参加と連携のもとで環境と共生する持続可能な社

会づくりを進める組織「京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム」等を活用し，市内にお

けるパートナーシップに基づく様々な取組実績，削減効果等を把握します。 
 
２ 点検評価のための第三者機関の整備 

取組の進捗状況については，市民，事業者の立場からも，点検評価を行い，いち

早く実効ある施策を検討する必要があることから，本市環境審議会の下に，市民代

表，大学生代表さらに京
み や こ

のアジェンダ２１フォーラム，事業者団体，地域団体，環

境保全活動団体等の代表及び学識経験者により構成される「地球温暖化対策評価検

討委員会（仮称）」を設置します。 
本市がとりまとめた実績，削減効果等をもとに，委員会において，取組などの点

検・評価を行い，中長期的な目標や課題解決に向けた取組の提案等を行うこととし

ます。 
また，それらの提案が，今後の市条例の見直しやこの計画の改定に反映させるこ

ととします。 
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３ 結果の公表 

温室効果ガス排出量の削減目標の達成を確実なものにするためには，地球温暖化

対策の取組実績や削減効果，「地球温暖化対策評価検討委員会（仮称）」による点

検評価結果や今後の対策の提案等を，市民や事業者に，迅速に分かりやすく知らせ

る必要があることから，市条例第８条の規定に基づき，本市が年次報告書を作成し，

公表します。 
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重
点
項
目

平成17年度末
までの実績

進捗状況

ア　二酸化炭素排出削減対策

ａ　バイオマスエネルギーの活用促進 ◎

精製量150万ℓ／
年，温室効果ガス
削減量　4,000t-
CO2／年

継続

完了

ｂ　太陽エネルギーの活用促進 ◎

平成16年度末現在
・太陽光発電設置
最大出力　441kWh
52施設
（学校　平成16年
度末現在25校　17
年度は1校に設
置）
（消防署　平成16
年度末現在4施設
17年度は1施設に
設置）
・太陽熱利用設備
9施設
温室効果ガス削減
量約160t-CO2/年

継続

設置最大出力
576.23kW
温室効果ガス削減
量　217.8t-CO2／
年

継続

ｃ　未利用エネルギーの活用促進

⑱開始

ｄ　その他の新エネルギーの活用

平成16年度末現在
設置最大出力
540kWh
7施設

継続

　地域住民の協力を得て，使用済みてんぷら油を回収し（平成９年８月開
始　平成１８年３月現在，市内９５６拠点で約１３万ℓ回収），本市のプラ
ントにおいて，精製・燃料化（平成１６年６月プラント稼動開始）し，京
都市のごみ収集車（約２２０台）及び市バス（２台：１００％，９５台：
混合）の燃料として使用しています。（環境局）

施　　　策　　・　　取　　　組　　　項　　　目

　平成１５年度から１６年度にかけて，京都市中央卸売市場第一市場で使
用している魚箱の一部を植物由来の生分解性製品に置き換えるとともに，
使用済みの魚箱をバイオマス資源として活用するメタン発酵発電の実証試
験を行いました。（産業観光局）

　学校，区役所庁舎，消防署，浄水場等，市施設への太陽光発電システム
や太陽熱利用設備の積極的な導入を図るなど自然エネルギー，バイオマス
エネルギー等の新エネルギー利用の推進を図っています。（各局区）

　平成１５年度から住宅用太陽光発電システム設置助成制度を開始し，住
宅における自然エネルギーの利用の普及を図っています。（環境局）

京都市地球温暖化対策地域推進計画（平成１５年６月改定版）における施策の進捗状況

（ア）エネルギー転換部門対策（バイオマス・自然エネルギー等の利用促進策）

　特別養護老人ホームや区役所庁舎といった公共施設におけるコージェネ
レーションシステムの導入を促進しています。（各局区）

　本市では，平成２２年までに温室効果ガスの排出量を１０％削減することを目標として，「京都市
地球温暖化対策地域推進計画（平成１５年６月改定版）」を策定しました。以下に，本計画に掲げる
各施策・項目の平成１８年３月現在の進捗状況を示します。

　平成１８年度に，水環境保全センターから放流される処理水の運動エネ
ルギー，また，配水中継ポンプ場への流入管の余剰水圧を利用し，発電機
を設置する等，未利用エネルギーの利用促進を図っていきます。（上下水
道局）

資料１
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発電量186,000MWh
／年
温室効果ガス削減
量7万t-CO2／年

継続

（イ）産業部門対策（工場からの削減対策）

ａ　環境に配慮した事業活動の推進 ◎

(a) 環境管理・監視等の普及 ◎

　中小企業に対するＫＥＳ認証取得支援として，企業向けセミナーを開
催するとともに，ＩＳＯ１４００１の認証取得に伴う相談を受けるな
ど，事業者における環境マネジメントシステムの導入を促進していま
す。（環境局）

・市内におけるＫ
ＥＳ認証取得件数
（平成18年3月現
在）　584
・セミナー：⑰5
回開催
・ＩＳＯ認証取得
に伴う相談件数
20件/年

継続

(b) 事業者の排出抑制計画の策定促進等 ◎

　京都市地球温暖化対策条例を施行し，平成１７年１０月から特定事業
者に対する温室効果ガス排出量削減計画書の提出を求めています。（環
境局）

平成17年度該当事
業者提出分　141
件

継続

(c) グリーン購入・グリーン調達の促進 ◎

　平成１６年１１月に京都グリーン購入ネットワークを設立し，事業者
におけるグリーン購入，グリーン調達を促進しています。（環境局）

会員数（平成17年
12月現在）
106社

継続

(d) 中小企業の取組の支援 ◎

・モデル地域で地域全体の排出量削減を推進します。
・エネルギーに関するサービスを提供する「ＥＳＣＯ事業」（Energy
Service Company）や省エネルギー診断の活用を図るとともに，アドバイ
ザー派遣等の支援対策を推進していきます。（環境局）

着手前

ｂ　省エネルギー型生産構造への転換促進

(a)工場・事業場でのエネルギー使用合理化の徹底

・ＥＳＣＯ事業の活用を図り，事業者における省エネルギー型生産工程
の普及や工場間廃熱利用など余熱エネルギーの利用を促進します。
・事業所のエネルギー使用状況の把握，省エネルギー対策を推進しま
す。（環境局）

着手前

(b) 農林水産業者における省エネルギー型生産の促進

　「京の旬野菜推奨事業」として，市内産の野菜（現在の推奨品目数３
８）を対象として減農薬・減化学肥料栽培による旬の時期の栽培を推奨
し，栽培基準を満たす生産農家を認定登録することにより，安全で環境
負荷の少ない野菜生産の振興を図っています。（産業観光局）

市内産野菜販売数
量に対する割合２
９．５％

継続

（ウ）運輸部門対策（自動車からの削減対策）

ａ　低公害車・低燃費車の購入，導入 ◎

低公害車等の保有
台数：約２３０台
市バスの天然ガス
車延べ３３台

継続

補助台数：⑰８台
（延べ３７台） 継続

　ごみ焼却熱による発電システムなどを，南部，東部，東北部クリーンセ
ンター3箇所に導入しています。平成１８年度には，北部クリーンセンター
への太陽光発電の導入を目指します。（環境局）

　民間事業者への低公害車導入助成を行っています。（環境局）

　市バスや公用車への低公害車・低燃費車の計画的導入を推進するととも
に，市バスへの天然ガス車導入を推進しています。（各局区）
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エコドライブ認定
者数
約３３０名
エコカー台数
平成１６年度末現
在：約３３１台

継続

ｂ　歩くまちの歩行空間の形成推進 ◎

計画策定6地区 継続

ｃ　自転車利用環境の整備 ◎

自転車等駐車場設
置箇所数
77
放置自転車撤去台
数：75,000台
レンタサイクル設
置箇所数：5箇所
付置義務設置箇所
数（平成17年12月
末時点）：168箇
所（21,820台）
整備延長実績（平
成17年3月末時
点）
歩道＋自転車道，
自転車歩行者道
494km
自転車歩行者専用
道，自転車専用道
35.7km

継続

ｄ　バス輸送サービスの充実等公共交通機関の利用促進 ◎

実施中 継続

ｅ　交通需要管理施策(ＴＤＭ施策)の導入と推進 ◎

観光パーク＆ライ
ド利用台数
17年度　1,353台
（4日間合計）

継続

ｆ　軽量軌道公共交通機関（ＬＲＴ）等の検討 ◎

・自転車総合計画に基づき，自転車等駐車場をはじめとする自転車利用環
境の整備を推進します。
・駅や繁華街については，鉄道事業者及び関係者と協議・検討を進めま
す。
・通勤・通学あるいは業務・買い物等の利用者を対象とする都市型レンタ
サイクルは，鉄道事業者と協力・連携して導入を促進します。
・集客施設等に対し，自転車駐車場の付置義務を課し，自転車等駐車場の
整備を促進します。
・歩行者と自転車走行スペースの分離等自転車走行空間の整備を進めま
す。
（以上　建設局）

　市バス・地下鉄への利用促進を図るため，他の輸送機関との連携を考慮
した路線・ダイヤの改善やバス専用レーン円滑化の啓発等による運行の改
善，ITを活用したポケロケの運用やバスロケーションシステムの増設，主
要駅へのイベント情報板の設置による案内情報サービスの充実，ICカード
導入の検討や企画乗車券の発売等による乗車券制度の充実，車庫見学会等
のイベントの開催，観光旅客誘致関連協議会への参加や京都市観光施策と
の連携等，様々な取組を実施します。（交通局）
　リーフレット・ポスター作成や近畿圏の主要駅等でのキャンペーン実施
などの啓発活動を通じて，公共交通を利用した京都への観光客誘致を推進
します。（産業観光局）

　道路等のバリアフリー化推進により，すべての人が安全快適に歩行でき
る空間を整備し，近隣への徒歩移動を促進します。
　交通安全施設の整備を推進します。市街地部の歩道の透水性舗装を推進
します。（以上　建設局）

　事業者の自主的なグリーン配送を推進することを目的として，市中心部
において，「京都市都心部（まちなか）グリーン配送推進協議会」を平成
１５年度に設立しました。平成１６年度には「エコドライブ推進者認定制
度」を創設し，エコドライブ推進者を認定しています。
　また，平成１７年度より「京・まちなかエコカー普及運動」を展開し，
配送事業者等に対し，都心部でのエコカーの使用を呼びかけています。
（以上　環境局）

　平成１５年６月に策定した「「歩くまち・京都」交通まちづくりプラ
ン」（京都市ＴＤＭ施策総合計画）に基づき，観光地や都心部における交
通需要管理施策（ＴＤＭ施策）を推進します。
　具体的には，嵐山及び東山地区において，自動車の流入抑制策として
パーク＆ライドや地区内の交通円滑化のための臨時交通規制などの交通需
要管理施策（ＴＤＭ施策）を推進します。
　また，京都の活力と魅力が凝縮された都心部，いわゆる歴史的都心地区
において，魅力あふれる道路空間の実現に向け，交通環境の改善を図る
「歩いて楽しいまちなか戦略」に取り組みます。
（都市計画局）
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検討中 継続

ｇ　地下鉄延長事業・鉄道の複線化及び高架化の推進

工事・用地買収
詳細設計 継続

地下鉄東西線（二
条～天神川間）の
延伸

継続

ｈ　交通流の円滑化の推進

実施中 継続

ｉ　アイドリング・ストップの普及

啓発チラシ・ス
テッカー約13,900
枚配布

継続

17年度末までに
371両導入 継続

（エ）民生部門対策（暮らし，建築物における削減対策）

ａ　ライフスタイルの見直し ◎

(a)　家庭における排出量の把握促進 ◎

　学習会の開催などを通じて，家庭から出される温室効果ガスの排出量
を把握するための環境家計簿の普及を推進しています。（環境局）

環境家計簿参加者
1，000人 継続

　広報印刷物における啓発記事の掲載や，ホームページにおける環境配
慮情報の提供等を通じて，消費者啓発に取り組んでいます。（文化市民
局）

実施中 継続

(b) 温暖化対策診断の促進 ◎

　専門家による太陽熱利用，照明，厨房，冷暖房，給湯機器の性能等に
ついて経済性評価を含めた総合的なアドバイスを提供する温暖化対策診
断を促進します。（環境局）

着手前

(c) 環境配慮型商品等の優先購入（グリーン購入）等の促進 ◎

　京都市地球温暖化対策条例を施行し，平成１７年１０月から，家電販
売店に対し，温室効果ガスの排出量が相当程度大きい機器（エアコン）
への省エネ性能の表示と消費者への説明を義務付けています。（環境
局）

市内450店舗を想
定 継続

　平成１６年１１月に京都グリーン購入ネットワークを設立し，グリー
ン購入，グリーン調達を促進しています。（環境局）

前述のとおり 継続

　広報印刷物における啓発記事の掲載や，ホームページにおける環境配
慮情報の提供等を通じて，消費者啓発に取り組んでいます。（文化市民
局）

実施中 継続

(d) 自転車の利用促進 ◎

・JR山陰本線複線高架化事業，京阪淀駅周辺整備事業を促進します。
・阪急京都線連続立体交差化事業を促進します。（以上　建設局）

　啓発チラシ・ステッカー配布等によるアイドリング・ストップ啓発運動
を延べ１７箇所で実施しました。来年度以降も充実強化の方向で継続実施
していきます。（環境局）

　市バスへのアイドリングストップバス車両の導入を拡大しています。
（交通局）

　軽量軌道公共交通機関（ＬＲＴ）について，平成17年8月に公表した調査
報告書に基づき，市民等との議論を深めるために選んだ2つのモデル路線
（今出川線と小環状線）を中心に，沿線住民との意見交換や関係機関との
調整を図るなど，市民と一体となった検討を行います。（都市計画局）

　地下鉄東西線を京福電鉄嵐山線と結節させ，広域的な鉄道ネットワーク
を形成し，京都市南西部地域と都市部間の交通利便性の向上を図ります。
（交通局）

　都心部の交通渋滞を緩和するとともに，都市活動の活性化に資するた
め，道路交通網の整備を促進します。（建設局）
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　徒歩や自転車利用のための施設整備を推進します。（建設局）
　伏見区「安心安全ネットワーク事業」により，区民参加の街頭啓発活
動により，環境にやさしい乗り物である自転車をアピールし，利用を促
進します。（伏見区役所）

自転車等駐車場設
置箇所数
77

継続

ｂ　事務所，店舗等の環境に配慮した活動の推進 ◎

(a) 環境管理・監視等の普及（再掲） ◎

前述のとおり 継続

(b) 事業者の排出抑制計画の策定促進等（再掲） ◎

前述のとおり 継続

(c) グリーン購入・グリーン調達の促進（再掲） ◎

前述のとおり 継続

(d) 商店街等の取組の支援 ◎

　商店街，小売市場，ＴＭＯ（まちづくり運営機関）及びこれらの連合
体が実施する環境を大切にした買物環境づくりに対して支援します。
（産業観光局）

助成件数：０ 継続

(e) 旅館・ホテルの取組の支援 ◎

　宿泊施設における廃棄物の発生抑制，省エネルギーの実践，また自転
車利用や徒歩による新しい観光コースの開発や地図の整備など都市型エ
コツーリズムへの取組を促進することにより，環境にやさしい観光の振
興を図ります。（環境局，産業観光局）

「新観光振興推進
計画」（平成１８
年１月策定）に盛
り込んだ。

継続

(f) 自動販売機による電力消費を削減する方策の検討 ◎

　京都市地球温暖化対策条例を施行し，平成１７年１０月から特定事業
者に対する温室効果ガス排出量削減計画書の提出を求めています。（環
境局）

実施中 継続

(g) ２４時間営業を行う店舗等による電力消費を削減する方策の検討 ◎

　京都市地球温暖化対策条例を施行し，平成１７年１０月から特定事業
者に対する温室効果ガス排出量削減計画書の提出を求めています。（環
境局）

実施中 継続

ｃ　建築物の省エネルギー化の促進 ◎

平成17年度末まで
に21件提出 継続

同上 継続

ｄ　ヒートアイランド対策の推進 ◎

平成17年度
市営住宅建設：緑
地面積約1,458㎡

継続

紫明通及び堀川通
着手 継続

ｅ　水共生プランの推進 ◎

　「堀川水辺環境整備」により，紫明通・堀川通導水路新設,堀川開渠部河
道整備，親水整備を実施します。（建設局）

　京都市地球温暖化対策条例を施行し，平成１７年１０月から一定規模以
上の建築物を新築・増築する建築主に対して特定建築物排出量削減計画書
の提出を求めています。（環境局）

　敷地の緑化に加え，ビルの屋上や壁面の緑化を推進することにより，葉
面蒸発散による気化熱の冷却効果を利用して，ヒートアイランド減少を緩
和していきます。市営住宅等の公共建築物においても，京都市公共建築デ
ザイン指針等に基づき整備しています。（都市計画局他）

　省エネ法に基づく省エネルギー措置の届け出制度を運用することによ
り，省エネルギー型建築物の普及を促進します。（都市計画局）
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整備延長実績
51.6km
「京都市雨水流出
抑制施設設置技術
基準」作成（平成
17年8月）

継続

平成17年度
市営住宅2団地で
実施

継続

学校（14年度に
211校），消防署
（16年度末現在4
施設　17年度は1
施設に設置）等の
市施設に整備

継続

助成金制度　申込
72件（平成17年度
実績）

継続

ｆ　省エネルギー生活を普及させる仕組づくり

実施中 継続

計画策定及び推進 継続

（オ）廃棄物対策（ごみ減量推進対策）

ａ　廃食用油のバイオディーゼル燃料化事業の推進（再掲） ◎

継続

ｂ　ごみの減量化・リユース・リサイクルの推進

地域ごみ減量推進
会議数　80 継続

対象世帯数
72,000 継続

⑱新規

ｃ　良好な都市ストックの形成・有効活用

実施中 継続

ｄ　下水汚泥のリサイクルの推進

　ＥＳＣＯ事業を活用・推進することにより，省エネルギー化改修を促進
し，環境負荷の低減を推進するため，「公共施設・省エネルギー（ＥＳＣ
Ｏ）事業推進計画」を策定します。（都市計画局）

（ｇ　公共施設の省エネルギー化の推進）　追加

　プラスチック製容器包装廃棄物の分別収集について，市内約１割世帯に
おける分別収集に取り組んでいます。平成19年度には，対象を全世帯に拡
大する予定です。（環境局）

家庭ごみ収集における有料指定袋制導入
　ごみの総排出量削減のため，ごみの発生抑制に効果的な家庭ごみ収集に
おける有料指定袋制を実施します。（環境局）

　広報印刷物における啓発記事の掲載や，ホームページにおける環境配慮
情報の提供等を通じて，消費者啓発に取り組んでいます。（文化市民局）

　学校や消防署等，公共施設に雨水タンクを整備し，活用していきます。
（消防局，教育委員会他）

　雨水貯留施設設置助成金制度を平成17年度に創設し，導入を促進すると
ともに，浸透性側溝の設置を進めています。（上下水道局）

　「環境共生を主眼とした市営住宅整備指針」（平成１７年４月から運
用）に基づき，市営住宅に雨水貯留樽を設置し，活用しています。（都市
計画局）

前述のとおり

　「ごみ減量推進会議」を中心に，市民，事業者，行政の協働によるごみ
の減量やリユースの促進に向けた取組を推進しています。（環境局）

　公共建築物の長寿命化に向けた取組や，公共建築の最適維持管理（ア
セットマネジメント）の取組を進めています。市営住宅の建設・改善等に
当たってもそうした観点で取り組んでいます。
　平成１６年度には，施設管理者向けの保守点検の手引きを作成しまし
た。今後は，施設の保全計画の作成などの取組を推進していく予定です。
（都市計画局）

　透水性舗装の推進等により，地中への雨水浸透を図るなど，「京都市水
共生プラン」（平成１６年３月策定）及び「京都市水共生プラン行動計
画」（平成１７年８月策定）に係る取組を推進しています。（建設局）
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製造量　2,513t/
年
（平成17年度実
績）

継続

ｅ　産業廃棄物処理指導計画の推進

発生量289.6万t/
年
再生利用量82.6万
t/年
（⑬実績）

継続

ｆ　缶・びん・ペットボトルの再資源化中間処理施設の整備

缶・びん・ペット
ボトル分別収集
17,791t/年（平成
16年度実績）

継続

イ　吸収源対策（都市緑化・森林保全誘導策）

（ア）森林の保全・整備等の推進

ａ　森林の適切な保全整備

植林・保育面積
1,001ha
年間就労日数
19,060人日

継続

ｂ　里山空間など多様な森林の整備

保育面積
27ha 継続

ｃ　緑化技術の導入

緑化技術使用の工
事面積910㎡
（平成17年度実
績）

継続

ｄ　緑化の推進

計画策定（一部）
梅小路公園グリー
ンフェア（平成17
年度春秋）45,000
人
ホームページによ
る情報発信28,000
件（17年度）
市民園芸教室，街
路樹のパトロール
等
「生け垣緑化助成
制度」（⑪～⑰総
実績）
116件1,569ｍ
緑化推進拠点とし
ての中京区総合庁
舎の緑化の完成

継続

（イ）都市公園，公共施設等の緑化推進

ａ　都市公園の整備

　「森林総合整備事業」により，森林機能の維持・強化を図るため，地域
の特性に応じて，造林，下刈，除間伐等の適切な森林の整備・管理を促進
し，持続可能な森林の管理を行っています。（産業観光局）
「林業担い手対策事業」により，森林整備の担い手の育成・確保を推進し
ます。（産業観光局）

　道路改良工事及び道路災害復旧工事において，緑化技術などの工法の採
用に努めます。（建設局）

　「合併記念の森創設事業」により，地球温暖化対策に有効な森林の保全
を基本とした自然との共生を目指す森づくりを推進します。（産業観光
局）
　緑化団体との連携などにより，緑化推進体制の充実を図るとともに，各
種イベント等を通じて普及・啓発を推進します。
　平成11年2月に策定した「京都市緑の基本計画」に基づき，公共施設や，
民有地の緑化を推進します。民有地に関しては，「生け垣緑化助成制度」
や，ビルの屋上・壁面緑化の「建築物緑化助成制度」を活用した緑化の推
進を行います。
（以上　建設局）
　「まちなかの緑化推進事業」により，区民とともに緑化を推進するとと
もに，事業者等への緑化啓発を図ります。（中京区役所）
　下京区基本計画推進事業「花いっぱい・まちの美化」により，「花いっ
ぱい」運動など誰もが参加しやすい活動を全区的に展開します。（下京区
役所）

　平成7年度から，下水汚泥から生成される溶融スラグを透水性ブロックな
どの建設資材として有効利用しています。（上下水道局）

　「森林総合整備事業」により，森林の持つ保健・文化的価値や潤いのあ
る生活環境の保全・創出のため，里山空間の整備など利用目的に応じた多
様な森林の整備を進めています。（産業観光局）

　資源循環型社会システムの構築，環境にやさしい廃棄物処理システムの
構築を基本理念とした産業廃棄物処理指導計画に基づくごみ減量化を推進
しています。（環境局）

缶・びん・ペットボトルの再資源化中間処理施設の整備を進めています。
（環境局）
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市民一人あたりの
公園面積4.56㎡
（⑰実績）

継続

ｂ　工場・産業団地の緑化推進

94件/年
（⑰実績） 継続

ｃ　公共施設等の緑化

実施中 継続

屋上緑化は平成16
年度に1団地実施 継続

モデル路線拡充
（延長：17.5km，
⑯末）

継続

ビオトープは平成
16年度末までに43
校に整備，平成17
年度は1校に整備
グリーンベルトは
平成16年度末まで
に55校実施，平成
17年度は1校実施
屋上緑化は平成16
年度末までに4校
実施，平成17年度
は1校実施
壁面緑化は平成16
年度に1校実施，
平成17年度は5校
実施
緑のカーテンは平
成17年度に7校実
施
校庭芝生化は平成
16年度末までに5
校実施

継続

（ウ）木材資源の有効利用の推進

工房来訪者数
1,125人／年
啓発イベント
５回

継続

ウ　その他の温室効果ガス排出削減対策

（ア）メタン対策

ａ　環境保全型農業の推進

(a) 有機物・水管理の適正化

　「環境と人に優しい自然循環型京都農法推進事業」により，環境への
影響の少ない有機物資材施用技術の確立や，適切な土壌管理手法の研
究・指導を推進します。（産業観光局）

環境にやさしい農
業実践面積
1100㎡

未定

(b) 家畜ふん尿の適正処理

　街路における緑化の推進を図るため，平成17年度に街路樹里親制度の創
設を検討し，試験的に実施しています。また，街路樹剪定時期を紅葉後に
遅らせるモデル路線の拡充にも取り組んでいます。（建設局）

　学校におけるビオトープや花と緑のグリーンベルトの整備を推進してい
ます。また，屋上緑化，壁面緑化，緑のカーテンの整備や校庭芝生化を実
施しています。（教育委員会）

　平成11年2月に策定した「京都市緑の基本計画」に基づき，都市公園の計
画的な配置，緑豊かな都市公園などの整備により，都市の緑化を推進して
います。（建設局）

　「杣人の工房事業」として，地域における木材の利用促進を図るため，市内
外の消費者や事業者に対する普及・啓発を推進します。また，間伐材の需要拡
大に向けて，多様な活用方法の確立や利用・供給情報の整備・提供を推進しま
す。（産業観光局）

　「環境共生を主眼とした市営住宅整備指針」（平成１７年４月から運
用）に基づき，市営住宅の緑化に取り組んでいます。（都市計画局）

　京都市公共建築デザイン指針に基づき，公共施設等の緑化に取り組んで
います。（都市計画局他）

　工場や事業場等における緑化を推進しています。（環境局）
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　家畜ふん尿の好気性発酵など適正な処理を指導します。（産業観光
局）

畜産農家にて堆肥
化して自家農地等
に利用

現状維持

ｂ　廃棄物対策の推進

(a) 有機物の埋立抑制・適正化

　廃棄物の処理において，有機物の埋立処分の抑制やメタン排出の少な
い埋立（準好気性埋立：埋立地の中に集水管を設け，ごみ内部に空気を
確保して好気性にする埋立）方法を指導しています。（環境局）

埋立処分量13.8万
t（⑬実績） 継続

(b) 廃棄物の減量化，リユース・リサイクルの推進（再掲）

　前述のとおり 継続

　前述のとおり 継続

（イ）一酸化二窒素対策

ａ　環境保全型農業の推進

(a) 施肥管理の適正化

　「環境と人に優しい自然循環型京都農法推進事業」等により，環境へ
の影響の少ない施肥技術の確立と普及・啓発を推進します。（産業観光
局）

・環境にやさしい
農業実践面積
1100㎡
・堆肥生産量
1200ｔ
(JA京都中央大原
野事業センター内
堆肥センターの利
用)

未定
（現状
維持）

(b) 家畜ふん尿の適正処理（再掲）

　家畜ふん尿の好気性発酵など適正な処理を指導します。（産業観光
局）

畜産農家にて堆肥
化して自家農地等
に利用

現状維
持

ｂ　廃棄物対策の推進

(a) 廃棄物の減量化，リユース・リサイクルの推進（再掲）

　前述のとおり 継続

　前述のとおり 継続

（ウ）代替フロン等対策

⑰実績なし 継続

エ　取組の輪を広げるための誘導策（普及・啓発等）

（ア）市民・事業者の取組支援

ａ　環境教育・学習の推進 ◎

(a) 環境教育の推進 ◎

　京都市環境保全資金融資制度を通じて，事業者における回収装置等の整備を
支援しています。（環境局）
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・環境教育副読本を活用した学習や自然とのふれあい等の体験活動を充
実するとともに，環境保全活動への参加や家庭と連携した環境教育に係
る取組を促進するなど，小・中学校，高等学校，養護学校における環境
教育を推進します。
・環境教育教材の開発・提供を推進するとともに，環境教育指導資料の
活用方法，環境教育の取組の実践例の紹介など，各種講座や研修会を通
して，教員の指導力向上のための取組を推進します。
・ＫＥＳ学校版認証取得や環境教育指定校への指定など環境教育の実践
活動強化を推進します。
・雨水タンクや太陽光発電・風力発電システムなどを環境教育に活用し
ます。（以上　教育委員会）

・第７回「地域教
育フォーラムin京
都」で環境教育の
分科会を開催（８
月２２日）
・「環境教育」研
修会の実施，環境
教育実践事例集の
作成・配布，教員
研修の実施
・ＫＥＳ学校版
「環境にやさしい
学校」の全校実施
に向けた取組の推
進，全市立学校・
幼稚園における環
境宣言の策定
・雨水タンク及び
太陽光発電（前述
のとおり）
・風力発電16年度
末まで7校，17年度
に61校設置

⑱以後風
力発電約
８０校設
置予定

(b) 京都市環境保全活動センター（京エコロジーセンター）における環境学習の推進 ◎

・体験機能を有するごみ問題や地球温暖化防止の常設設備を通じ，市民
一人一人による環境意識の定着と実践活動への誘導を促します。環境省
の主催するこどもエコクラブの活動を通じ，実体験を通じた児童・生徒
の環境学習を推進します。各種環境交流会やセミナー等により，市民と
環境ＮＰＯ，事業者が協働するグランドワーク活動や環境ボランティア
の自主的な活動など環境活動のリーダーの育成を推進します。環境啓発
図書やビデオ等を収集整備し，市民の環境学習のための情報提供等を行
います。市民，環境ＮＰＯ，事業者とのパートナーシップによる取組推
進のため，環境情報システムを活用して，情報の共有や双方向の情報交
換を行います。（環境局）
・青少年科学センターと連携して小学生にエコ学習を実施しています。
（教育委員会）

・来館者　約7万
人/年
・主催事業（17年
12月末）162事
業，7,006名参加
・センター学習
約1万人／年

継続

ｂ　市民活動等の促進支援 ◎

(a) 市民活動の展開・促進 ◎

　「京のアジェンダ２１フォーラム」や「京都市ごみ減量推進会議」な
どとの連携や，市民活動総合センターの運営を通じて，市民や市民活動
団体の地球温暖化防止に向けた取組を支援していきます。（環境局）

実施中 継続

(b) 地域参加型環境保全の推進 ◎

・「リサイクル・フリーマーケット」を開催し，子どもたちを主なター
ゲットにした環境学習の機会を積極的に提供しています。また，区民交
流イベントの開催による環境意識の啓発を行います。
・環境問題に区民主体で取り組む団体への助成事業を行います。
・十石舟運行路の宇治川派流へ植樹を行います。（以上　伏見区役所）

実施中 継続

ｃ　広報・啓発の推進 ◎

実施中 継続

・平成１５年度に，環境省補助による二酸化炭素排出抑制のための新聞，
テレビ，ラジオ，雑誌等マスコミ啓発を行いました。
・平成１６年度には，京都議定書発効及び条例施行を契機とした市民しん
ぶんへの記事掲載，普及啓発パンフレット（市民向け及び事業者向けの２
種類）の作成，シンポジウムの開催，新聞，ラジオ，雑誌等による広告の
掲載や啓発看板の設置，公用車・タクシーバックウィンドー用ステッカー
の掲示などの多彩な広報啓発を行いました。
（環境局）
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・実施（伏見区役
所）
・京都議定書発効
イベント開催（教
育委員会）

継続

ｄ　観光客への啓発 ◎

「新観光振興推進
計画」（平成１８
年１月策定）にエ
コツーリズムの推
進等を盛り込ん
だ。

継続

（イ）その他の取組の推進

ａ　国際協力の推進

世界市長・首長協
議会メンバー：11
箇国15都市（平成
17年12月現在）

継続

ｂ　国立総合地球環境学研究所との連携

平成18年4月開所 完了

ｃ　調査研究の推進

平成１７年１１月
から，産・学・公
の連携の下，「水
素ガス」をバイオ
マスから精製し，
燃料電池に活用す
る研究に取り組ん
でいる。

継続

ｄ　測定・監視の実施

2000年以降，排出
量を把握 継続

（ｅ　動物愛護の推進）　追加

CO2排出量
1,100Kg/年

削減に
向けて
継続

オ　市役所の率先実行

（ア）新京都市役所エコオフィスプランの推進

　地球温暖化など地球環境問題に関する調査研究を推進します。また，リ
サイクル，省エネ・省資源，地球温暖化防止に関する技術開発研究を推進
します。（環境局）

　環境配慮宿泊施設（エコホテル）の取組を促進するとともに，観光客に
対して取組への理解を求め，協力を要請します。エコホテルやレンタサイ
クル等の取組情報を提供し，観光客への啓発を行い，取組を支援します。
（環境局，産業観光局）

　各種統計資料のデータから，市内の温室効果ガス排出量を推計する簡易
算定システムを構築し，定期的な排出実態の把握に努めます。（環境局）

　地球環境問題の解決に向けて，既存の学問分野の枠組みを超えた総合的
視点に立つ地球環境学の構築を目指し，平成１８年４月に開所の「大学共
同利用機関法人　人間文化研究機構　総合地球環境学研究所」の施設整備
を支援しました。（総合企画局）

　平成８年から「イクレイ－持続可能性をめざす自治体協議会」に加盟
し，気候変動防止都市キャンペーン等に参加するなどの活動を展開してい
ます。（環境局）
　京都市長の呼び掛けで，地球温暖化対策に特化した自治体リーダーの
ネットワーク組織「気候変動に関する世界市長・首長協議会」が平成１７
年１２月に設立されました。（環境局）

　市民に対し，犬猫の適正飼養について啓発することにより，放棄される
犬猫の数の減少を促進して，殺処分に使用する二酸化炭素の量の削減を推
進します。（保健福祉局）

・みやびじょんの行政コーナー，市民しんぶん区版，ホームページ，電光
掲示板を活用した広報，啓発を行います。
・小学生の清掃活動を通した環境問題への啓発活動にも取り組んでいま
す。（以上　伏見区役所）
・地球環境をテーマにした講習会やフェア等の開催を通じて，市民一人ひ
とりの地球温暖化問題に対する理解を深める機会を提供します。（教育委
員会）
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平成16年度の市役
所における温室効
果ガス排出量　約
505,857トン
前年度比0.8％
（約3,776トン）
増（ほぼ横ばい）
基準年である平成
10年度比では
8.0％（約43,882
トン）減少

継続

１８年４月～CO2
184t/年削減

⑱新規

（イ）環境マネジメントシステムの構築・推進

実施中 継続

男女共同参画セン
ター18年度認証取
得予定
上下水道局営業所
等：平成17年度に
7箇所認証取得，
18年度に10箇所認
証取得予定

継続

（ウ）戦略的環境アセスメントの導入

環境配慮報告書の
縦覧：４件 継続

（エ）行政評価システムによる評価点検

着手前

（オ）環境会計の導入

５事業所で費用と
効果を評価（⑯） 継続

下水道事業環境報
告書の導入

⑱以降，水
道事業にお
ける環境会
計事業の導
入
下水道事業
の環境報告
書の作成と
公表（継
続）

（カ）契約における環境負荷軽減の取組

　新京都市役所エコオフィスプラン（地球温暖化対策推進法に基づく地球温暖
化対策実行計画）に基づき，本市の事務事業における温室効果ガスの排出抑制
を推進しています。（各局区）
　今年度，改定に向けた見直しを行っているところです。（環境局）

　ＩＳＯ１４００１による環境マネジメントシステムの導入と併せて，本市の
事務事業における環境負荷低減の取組について，その効果等を数値化してわか
りやすく説明，公表する環境会計を導入します。（環境局）

　ISO１４００１認証を取得し，本市自らが行う事務事業の実施に伴う環境負
荷を低減させることはもとより，すべての行政分野において環境を基軸とした
展開を図っています。（環境局他）

　下水道事業における環境保全取組のコストと効果を定量化した環境会計を含
めて，環境の視点から下水道事業を説明する環境報告書を作成します。（上下
水道局）

　事業の実施段階で行われている環境影響評価制度の適正な運用を図るととも
に，事業計画の立案段階で環境配慮を図る戦略的環境アセスメントを行う制度
を行っています。京都市計画段階環境影響評価要綱による環境配慮報告書の縦
覧を行うとともに，下京消防署整備事業に制度を適用しました。（環境局，消
防局）

　平成１８年１月，市庁舎及び消防庁舎から出るごみを限りなくゼロに近付け
ていく「ゼロ・エミッション」を宣言しました。平成１８年４月から，実践活
動を展開します。（総務局・環境局）

　男女共同参画センターや上下水道局の事業所等においてＫＥＳの認証取得を
進めています。（文化市民局，上下水道局）

　本市における行政評価システムにおいて，市の事務事業における成果の評
価・点検に環境負荷の視点を加えます。（総務局，環境局）
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　環境対策を含め
た性能，機能や技
術力を総合的に判
断する「政策評価
方式」の入札を3件
実施済。
　入札参加機会の
優遇策の一つとし
て，ＫＥＳやＩＳ
Ｏ14000シリーズ取
得者を平成18年度
から加点評価して
いる。

継続

第５章　目標達成に向けた施策の推進

１　施策推進の原則

（１）地球温暖化防止条例（仮称）の制定 ◎

条例の実施 完了
（施行）

（２）庁内推進体制の強化 ◎

本部の設置 継続

（３）広域的連携 ◎

実施中 継続

（４）協働体制の充実 ◎

京のアジェンダ２
１フォーラム参加
会員数（人・団
体）５３９（１８
年３月現在）
地域ごみ減量推進
会議数　８０

継続

（５）モデル事業・社会実験等の取組促進 ◎

省エネラベル普及
等 継続

（６）財政上の措置・制度の検討 ◎

検討中 継続

（７）市民・事業者の取組支援 ◎

　自然エネルギー導入に向けての補助金制度や税制度等の検討，市民・事業
者・行政の拠出する「京都市地球温暖化防止基金（仮称）」の設立，地方環境
税の導入の検討等，有効な財政上の措置を検討します。（理財局，環境局）

　平成１６年１２月，京都市地球温暖化対策条例を制定し，１７年４月から施
行しました。同年１０月から特定事業者等に対する３つの義務規定をスタート
させています。（環境局）

　平成１７年４月，京都市地球温暖化対策条例に基づき，市政の各分野におい
て，地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため，市長を本部長とする
各局・区・支所長で構成する全庁横断的な組織体制として，「京都市地球温暖
化対策推進本部」を設置しました。本部には，部門別の５つの部会（①産業・
業務，②家庭，③運輸，④率先実行，⑤環境教育・普及啓発）を設置していま
す。（環境局）

　国や府が行う地球温暖化防止のための施策と連携するとともに，関西広域連
携協議会や，地球環境関西フォーラムという近隣市町村が集まる場も活用しな
がら，他自治体との情報交換を進め，より一層連携を強化していきます。（環
境局）

　「京のアジェンダ２１フォーラム」や「京都市ごみ減量推進会議」を中心と
して，市民，事業者，行政のパートナーシップによる取組の推進を図っていま
す。（環境局）

　「京のアジェンダ２１フォーラム」を中心として，市民，事業者，行政の
パートナーシップのもと，省エネラベルの普及など，先進事例となるようなモ
デル事業や社会実験に取り組んできています。（環境局）

　政策入札を導入，実施します。総合評価一般競争入札を実施する場合におい
て，環境配慮に関する評価項目を設定することを検討するとともに，引き続
き，環境に配慮した政策入札を実施するため，対象事業の検討を進めます。
（理財局）
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実施中 継続

ア　環境教育・学習の推進（再掲） ◎

ａ　環境教育の推進 ◎

前述のとおり
⑱以後風
力発電約
８０校設
置予定

ｂ　京都市環境保全活動センター（京エコロジーセンター）における環境学習の推進 ◎

前述のとおり 継続

イ　市民活動等の促進支援（再掲） ◎

ａ　市民活動の展開・促進 ◎

前述のとおり 継続

ｂ　地域参加型環境保全の推進 ◎

前述のとおり 継続

２　進捗状況の評価及び公表

（１）報告書の作成等 ◎

年度内方針決定 ⑱実施

　「京のアジェンダ２１フォーラム」や「京都市ごみ減量推進会議」などとの
連携や，市民活動総合センターの運営を通じて，市民や事業者，市民活動団体
の地球温暖化防止に向けた取組を支援していきます。（環境局）

　定期的に計画の進捗状況を評価し，結果については，年次報告書を作成する
などの方法により公表します。また，本計画の評価は，温室効果ガス排出量の
推移をもとに行うこととしますが，補助的な指標として，対策の実績等につい
ては指標を設定します。（環境局）
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資料２ 

 

電気の排出係数 

 

電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量を算定するための係数（排出係数）は，次の式

により求められます。 

 

火力発電所から排出されたＣＯ２排出量 
排  

 

この

また

ガス等

ます。

わが

１０電

西電力

㈱関

数は全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方

係数は

策推進

す。 

本市

較しや

従来か

 

出係数＝

一般電気事業者が供給した電力の量 

ため，排出係数は，火力発電所の稼働率によって毎年変動します。 

，電力会社によって電源（水力，火力，原子力）比率や燃種（石油，石炭，天然

）が異なるため，地域（電力会社）ごとに，排出係数（地域係数）も異なってい

 

国から排出される温室効果ガスの総排出量を求める際の排出係数として，全国 

力会社の平均値（全国係数）が公表されており，一方，地域係数としては，㈱関

が自社の排出係数（関電係数）を公表しています。 

西電力の電源構成は，他の電力会社に比べて火力発電の比率が低いため，関電係

国係数よりも低くなっています。 

排出係数の経年変化

，国や自

，毎年変

法では，平

では，温

すいこと

ら全国係数
0.200

0.250

0.300

0.350

0.400

0.450

平成2年 平成5年 平成8年 平成11年 平成14年

全国係数

関電係数

kg－CO２／kWh 

治体の事務事業から排出される二酸化炭素の量を把握する際に使用する

動すると個々の事業による取組成果が反映できないため，地球温暖化対

成１２年の全国係数（0.378 kg－ＣＯ２／kWh）を用いて算定していま

室効果ガスの総排出量の把握に当たっては，全国や他都市との状況と比

やより厳しい現状認識に立って施策を進めていく必要があることから，

を用いて排出量を算定しています。 
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なお，地域係数を用いている自治体もあることから，参考までに地域係数を用いて京

都市の排出量を算定した場合， 

１９９０年：７５２万トン→２００２年：６９５万トン 

となり，この場合には，基準年から５７万トン（７．６％）減少しています。 

また，各々の施策によって削減可能な二酸化炭素の量の把握に当たっては，排出係数

の変動による影響を受けないよう地球温暖化対策推進法に定める排出係数（0.378 kg－

ＣＯ２／kWh）を用いています。 

 



資料３ 

 

国が定めた京都議定書目標達成計画について 

２００２（平成１４）年におけるわが国の温室効果ガスの総排出量は，13 億 3,100 万

トン，基準年比で７．６％増加となっており，削減約束との差は１３．６％となってい

ます。 
これは，温室効果ガス排出量の９割程度を占めるエネルギー起源ＣＯ２の排出量が大幅

に増大（基準年比約１２％増加）したことによるものであり，京都議定書における６％

の削減約束を達成するためには，従来実施している対策・施策に加え，更なる対策を実

施する必要があることから，２００５（平成１７）年４月，京都議定書目標達成計画が

閣議決定されました。 
 
⑴京都議定書目標達成計画の考え方 

国が定めた６％削減に向けた考え方の概要は以下のとおりです。 
・温室効果ガスの排出抑制※   －０．５％ 
・温室効果ガス吸収源（森林吸収）  －３．９％ 
・京都メカニズムの活用          －１．６％ 
・上記３つの合計により６％削減としています。 
※温室効果ガスの排出抑制については，ガスの種類ごとに，エネルギー起源ＣＯ２０．６％増，

非エネルギー起源ＣＯ２０．３％減，メタン０．４％減，一酸化二窒素０．５％減，代替フロ

ン等３ガス０．１％増としており，合計で０．５％減を見込んでいます。 
⑵エネルギー起源ＣＯ２の部門別の削減目標について 

エネルギー起源ＣＯ２は，合計で基準年比０．６％増を目標としており，部門別の目標

値等は下表のように設定しています。 
 
京都議定書目標達成計画によるわが国の部門別二酸化炭素排出量と目標値等 

単位：百万トン 
1990 年 
(基準年) 2002 年 2010 年  

排出量 排出量 目標値 削減量 基準年比 2002 年比 

産業部門 476 
(100) 

468 
(98) 

435 
(91) 33 －８．６％ －７．１％ 

運輸部門 217 
(100) 

261 
(120) 

250 
(115) 11 ＋１５．１％ －４．２％ 

民生・家庭部門 129 
(100) 

166 
(129) 

137 
(106) 29 ＋６．０％ －１７．５％ 

民生・業務部門 144 
(100) 

197 
(137) 

165 
(115) 31 ＋１５．０％ －１６．２％ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門 82 
(100) 

82 
(100) 

69 
(84) 13 －１６．１％ －１５．９％ 

合  計 1,048 
(100) 

1,174 
(112) 

1,056 
(101) 118 ＋０．６％ －１０．１％ 

注１ 括弧内は基準年を 100 とした場合の指数である。 
注２ 四捨五入の都合上，2002 年の排出量と 2010 年の目標値の差が削減量と一致しない場合があ

る。 
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